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ごあいさつ

関係各機関の皆様におかれましては、平素より当協会の業務運営に格別のご支援と
ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

本年度も皆様に当協会をより一層ご理解していただくために、ディスクロージャー
誌『大分県信用保証協会の現況平成２６年度版』を作成いたしました。本誌は、当協会
の概要、平成２５年度の業務実績、信用保証制度のしくみや内容などを掲載しておりま
す。本誌を通じて、より多くの皆様に当協会に対するご理解を深めていただき、信用
保証制度の有効な活用にお役立ていただければ幸いに存じます。

平成２５年度の我が国経済は、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、「民間投資
を喚起する成長戦略」の「三本の矢」による一体的な取組みの政策効果から、家計や
企業のマインドが改善し、消費等の内需を中心として景気回復の動向が広がりまし
た。
県内においては、災害復旧工事等により公共工事が増加、さらに消費税増税前の駆

け込み需要により住宅投資や個人消費等に明るい動きがみられたものの、生産活動は
横ばいで推移し、設備投資も低水準にとどまったことから、依然として景気回復を実
感できない状況が続きました。

このような環境のもと、当協会では、セーフティネット保証、借換保証等の政策保
証に加え、「ステップサポート保証」等の提携保証や当協会独自の保証制度である「継
続型短期保証（Tan５）」などにより積極的に保証推進を行いました。また、創業先
をはじめとする保証先への企業訪問や専門家派遣事業を実施するとともに、平成２５年
１０月には「経営改善計画策定費用に対する補助事業」や「経営改善支援保証」を創設
しサポートミーティングの活用を促すなど、中小企業の経営支援強化に努めました。

これからも、中小企業のよきパートナーとして「信頼される保証協会、顔の見える
保証協会」を目指し、役職員一同全力で取り組んでまいりますので、皆さまの一層の
ご支援ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成２６年１０月

大分県信用保証協会

会長 加賀 政美
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プロフィール

名 称 大分県信用保証協会

設 立 昭和２４年４月２６日

根 拠 法 律 信用保証協会法（昭和２８年８月１０日 法律第１９６号）

関 係 法 律 中小企業信用保険法（昭和２５年１２月１４日 法律第２６４号）

目 的 中小企業者等のために信用保証の業務を行い、もってこれらの

者に対する金融の円滑化を図ることを目的とする。

（大分県信用保証協会定款第１条）

基 本 財 産 １４５億円

保証債務残高 １，７７５億円

利用企業者数 １２，５４２企業

役 職 員 数 常 勤 役 員 ４名

非常勤役員 １１名

職 員 ５０名

事 務 所 大分市金池町３丁目１番６４号（大分県中小企業会館内）

（平成２６年３月３１日現在）

大分の「Ｏ」と信用の「Ｓ」の頭文字でデザインしています。
「Ｓ」は、鳥の飛翔をイメージ。「Ｓ」の頭文字を３つの羽とみなし、中小企業・金融機関・大分

県信用保証協会の三者の協調と信頼関係を表しています。
シンボルカラーも青一色とし、未来へのチャレンジと飛躍をイメージしています。
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平成２６年度経営計画について

１．経営方針

（１）業務環境

①大分県の景気動向

我が国経済をみると、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、「民間投資を喚起する成長戦略」の「三

本の矢」による一体的な取り組みの政策効果から、家計や企業のマインドが改善し、消費等の内需を中心と

して景気回復の動きが広がっています。また、企業収益の増加から設備投資が持ち直しつつあり、雇用・所

得環境が改善していく下で、景気回復が見込まれています。

県内においては、生産活動で横ばいの推移が続き設備投資は低水準にとどまりましたが、大型工事や災害

復旧工事により公共工事が大幅に増加、さらに消費税増税前の駆け込み需要により住宅投資や個人消費で明

るい動きを見せているとされますが、依然として景気回復を実感できない状況が続いています。

②県内中小企業を取り巻く環境

中小企業の資金繰りを支えていた中小企業金融円滑化法（以下、「金融円滑化法」という。）が、平成２５年

３月末で終了したことにより企業倒産の増加が危惧されましたが、金融機関が金融円滑化法の終了前と変わ

らずに返済条件の変更に努めたことや公共工事の発注増などもあり、県内の企業倒産件数は昨年に引き続き

低水準で推移しています。この結果、当協会の代位弁済は５年連続前年実績を下回る見込みです。しかしな

がら、景気回復を実感できない状況でもあり、県内中小企業は引き続き厳しい経営状況が続くと思われま

す。また、体力に乏しい中小企業を中心に依然として返済条件緩和を行っている企業も多く、景気好転によ

る業況の回復が望まれます。

（２）業務運営方針

金融円滑化法の終了後も引き続き返済条件の変更に努めていることもあり、全国的にも事故発生が先送り

になっているとも考えられ、今後は倒産の増加による代位弁済の増加など、信用保証協会においても厳しい

状況が懸念されます。大分県信用保証協会は、信用保証協会としての公共性や社会的責任を認識し、中小企

業の金融の円滑化を図ることを第一義として、県内中小企業の経営の安定に寄与するとともに経営基盤の強

化に努めるべく、次のとおり運営方針を定めます。

①保証推進と経営支援

保証利用向上の取組として「新たな保証利用企業の獲得推進、政策保証や時代の要請に応じた新しい保証

制度の提案、また、現場訪問の継続や専門家派遣制度などを通じた経営支援の強化」という中期事業計画に

則り取組を実現します。

②求償権回収と期中管理

「期中管理や回収促進の取組、２回目以降の条件変更先の経営改善実現に向けた指導」という中期事業計

画に則り取組を実現します。

③経営に関する取組

経営支援のための人材の育成、予想される大地震や新型インフルエンザ、反社会的勢力などの危機対応、

また、新たな電算システム移行という中期事業計画に則り取組を実現します。
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２．重点課題

【保証部門】
（１）現状認識
公共工事の増加や消費税増税前の駆け込み需要などにより、住宅投資や個人消費で明るい動きを見せて

いますが、依然として中小企業を取り巻く環境は不安定な状況が続いています。当協会としては、国及び
地方の施策に即応し、各種政策保証を推進するとともに、コンサルティング機能の発揮による中小企業へ
のサポート等の経営支援を充実させる必要があります。このため、以下の点について重点的に取り組みま
す。
（２）具体的な課題
①政策保証を中心とした保証推進
②経営支援の強化
③保証利用向上の取組
④保証審査の効率化

（３）課題解決のための方策
①政策保証を中心とした保証推進
（ア）セーフティネット保証、借換保証、経営力強化保証、経営者保証ガイドライン対応保証等を積極

的に推進します。
・支店別一覧により残高減少先への再度保証を提案します。
・当座貸越・事業者カードローン根保証は、資格要件該当先を抽出し提案します。

（イ）金融機関本部と連携した推進体制を構築します。
（ウ）商工会・商工会議所との関係強化を図ります。

・商工会議所における金融相談会へ中小企業診断士の派遣を行います。
（エ）市町村制度資金を推進するとともに、市町村担当者との連携を強化します。

②経営支援の強化
（ア）企業モニタリングの継続・強化を行います。

・保証担当者による企業訪問を実施します。
（イ）専門家派遣事業の継続・充実を行います。
（ウ）大口先及び関連企業（グループ企業）先については、与信状況について管理の充実を図ります。

③保証利用向上の取組
（ア）完済先等の中小企業への訪問により利用企業者の増加を図ります。
（イ）金融機関支店訪問を強化し、利用促進を図ります。

・「創業保証」、「小口零細企業保証」等の各種保証制度を周知し、利用促進を図ります。
④保証審査の効率化
（ア）地区担当２名体制により、事前相談に対する迅速な回答、金融機関との連携強化や目利き能力の

向上を図ります。
（イ）提携保証の推進により審査の迅速化を図ります。
（ウ）創業先及び新規保証先については現地調査を行い、企業の経営実態を把握するとともに、次の保

証に繋がる関係を構築します。
（エ）金融機関毎に上期、下期のスケジュールを立て、案件相談会及び勉強会を積極的に開催します。
（オ）内部研修会の充実により審査能力の向上を図ります。
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【期中管理部門】
（１）現状認識
平成２５年度は、金融円滑化法の終了後に延滞発生や事故報告の増加が懸念されましたが、金融機関の融

資スタンスに変化はなく、代位弁済は前年に比べ低水準で推移しました。しかし、今後についても予断を
許さない状況が続くと見込まれることから、金融機関や関係機関との連携を強化し、中小企業の経営改
善・事業再生及び代位弁済の抑制に努めることが必要です。このため、以下の点について重点的に取り組
みます。
（２）具体的な課題
①経営支援、再生支援への取組
②期中管理の徹底

（３）課題解決のための方策
①経営支援、再生支援への取組
（ア）条件変更（返済緩和）先への取組
・サポートミーティングの開催により、関係機関との調整を行い、中小企業の経営支援、再生支援
に取り組みます。

・中小企業の経営支援、再生支援を目的に、返済緩和先の中から経営改善計画策定支援事業の利用
可能先のリストアップを行い推進します。

・経営改善計画の策定については、国の「経営改善計画策定支援事業」と当協会の「経営改善計画
策定費用に対する補助事業」を活用します。

・経営改善計画の実施のために必要な資金については、全国統一の保証制度である「事業再生計画
実施関連保証」や平成２５年１０月に当協会が創設した「経営改善支援保証」等を活用します。
・大分県中小企業再生支援協議会や大分ベンチャーキャピタル株式会社と連携し、中小企業の再生
支援を推進します。

（イ）求償権先への取組
・事業継続中の定期入金先から、事業の再生が可能な先を選定し再生支援を行います。

②期中管理の徹底
（ア）期中管理業務の質の向上
・金融機関支店別延滞一覧表を作成し、金融機関との緊密な連携により、早期に経営の実態把握を
行います。

・大口案件及び特殊案件については、協会方針を決定し、定期的にモニタリングを実施します。
（イ）金融機関・支援機関との連携強化

・県内金融機関との定期協議を実施し連携を強化します。
・金融機関や支援機関との研修会を実施します。
・金融機関主催研修会へ講師として職員を派遣します。
・中小企業サポート推進会議を大分県と共同で開催し、中小企業・小規模零細事業者の経営改善・
事業再生を支援します。

（ウ）業務の効率化
・期中管理先については、継続的な管理を行うことで業務の効率化を図ります。
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【回収部門】
（１）現状認識

近年は、無担保や第三者保証人のいない求償権、破産、民事再生（私的再生を含む）等の法的手続を適用
した求償権の増加により求償権全体の質的劣化が進んでいます。平成２５年度は、不動産の任意処分やスポッ
トでの回収が順調であったことから、計画値に近い実績をあげることができました。平成２６年度は、政府に
よる新たな経済対策の影響もあり不動産市況に改善の兆しが見えるものの、近年の無担保求償権の増加によ
り回収財源となる不動産担保は乏しく、引き続き回収の効率化を図り最大化に努める必要があります。この
ため、以下の点について重点的に取り組みます。
（２）具体的な課題
①求償権回収促進への取組

（３）課題解決のための方策
①求償権回収促進への取組
（ア）求償権の回収強化に向けた取組
・担保のある求償権については、期中管理段階で「代位弁済打合会」を開催し、早期に回収方針を設
定します。

・保有する全担保権について進捗状況を管理し、早期の任意処分を進めるとともに、長期化した場合
は不動産競売を実行します。

・担保のある求償権のうち、定期返済先については、返済額の増額交渉を行うなど求償権の早期回収
に向けた取組を強化します。

・地元不動産業者との情報交換により、物件処分の促進を図ります。
・不動産処分終了後、早期にサービサーへ移管し、無担保求償権の効率的な回収を行います。

（イ）サービサーの効率的活用
・担保のない新規代位弁済案件については、早期に保証協会サービサーに回収を委託し、定期回収の
底上げを図ります。

・担保のある一部求償権を保証協会サービサーに回収を委託します。
・回収不能となった求償権については、委託解除を行い、管理事務停止を実施します。

（ウ）その他の回収促進に向けた取組
・管理事務停止及び求償権整理を実施します。
・大口求償権先（５０百万円以上）について、代位弁済時に協会方針を決定します。また、進捗状況役
員報告会を開催します。

【その他間接部門】
（１）現状認識

適正できめ細やかな業務を行うために、人材の確保及び育成の充実を図るとともに、中小企業への広報活
動を充実させる必要があります。また、協会を取り巻く環境変化に柔軟に対応するために、財務体質の強化
及び新たな電算システムであるCOMMONシステムへの移行・構築を行う必要があります。このため、以
下の点について重点的に取り組みます。
（２）具体的な課題
①人材育成の充実
②危機管理体制の確立
③新たな電算システムの構築
④財政基盤の確立
⑤広報の充実
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項 目 金 額

保 証 承 諾 ７３，０００百万円

保 証 債 務 残 高 １７０，０００百万円

代 位 弁 済 ４，５００百万円

回 収 ７００百万円

（３）課題解決のための方策
①人材育成の充実
（ア）OJT、OFF-JTの取組推進

・若手職員を対象とした内部勉強会の開催、関係機関との研修会等を開催します。
・中小企業のニーズや問題点を把握するために現場主義を徹底するとともに、保証部・管理部の若手
職員を中心にベテラン職員による現場指導を実施します。

・能力育成中の職員については、マンツーマンの指導体制を１年間は継続します。
・連合会等外部研修や通信教育の受講により、多様化する業務に的確に対応できる職員、職場内で
リーダーシップのとれる職員を養成します。

・中小企業診断士等の専門的能力を有する職員を養成します。
②危機管理体制の確立
（ア）事業継続計画について、役職員への研修を行い周知徹底に努めるとともに、被災時を想定した訓練

を実施します。
③新たな電算システムの構築
（ア）COMMONシステムへスムーズな移行を行います。

・保証協会システムセンターや移行支援協会等と連携強化し、スムーズな本番稼働を行います。
④財政基盤の確立
（ア）経費の削減
・経費削減については、予算管理を行いながら適正な執行に努めます。

（イ）資金の効率的運用
・有価証券の購入は、国債・共同地方債・事業債等を主体とし、有価証券の保有期間を延ばすことな
どにより運用益の増加を図ります。

・金融機関への預託は、金融機関の需要を見極めながら効果的に行います。
⑤広報の充実
（ア）記者発表、説明会、パンフレット、ホームページ、ノベルティグッズ等の広報ツールを使い、中小

企業や金融機関に対してタイムリーな情報発信・周知を行います。
（イ）金融機関への制度変更や中小企業へのお知らせ等は、金融機関への訪問時や勉強会の実施時に協会

職員が行うことで効果的な広報を行います。

３．保証承諾等主要計画
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貸方借方
基本財産

株式会社の資本金に相
当します。出資金とし
ての性格をもつ出捐金
と金融機関等負担金か
らなる【基金】と、過
去の収支差額の累計の
【基金準備金】の２つ
から成っています。

平成20年度から、再
生ファンドへの出資や
新株予約権引受け業務
が行えるようになりま
した。

その他有価証券

経理上の求償権は、代
位弁済した金額から回
収金や日本政策金融公
庫からの保険金等を控
除した額です。

求償権

当年度中に日本政策金
融公庫に支払った保険
料のうち、翌事業年度
にかかる部分を計上し
ています。

※（注）保証債務見返
（資産）と保証
債務（負債）は
同額のため、こ
の表からは除い
ています。
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収
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等
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収支差額
変動準備金

収支差額に欠損が生じ
た場合や、急激な保証
の増大等により基本財
産の増強が必要となっ
た場合には、これを取
り崩して、協会経営が
不安定になることを防
ぐことができます。

制度改革
促進基金

国が実施する施策の円
滑な導入・促進を図る
ため、及び中小企業者
が必要とする事業資金
の融通を円滑にするた
め、協会の経営基盤を
強化することを目的と
した基金です。

未経過保証料
受入保証料のうち当該
決算期間の未経過分
（次年度以降に係る保
証料）を計上します。

保証利用の促進、及び
代位弁済の支払準備資
産として金融機関へ預
託しています。

現金・預け金

安全有利な資産運用を
行うため、国債・社
債・地方債を保有して
います。

有価証券

現
金
・
預
け
金

有
価
証
券

その他有価証券

貸借対照表借 方 貸 方
科 目 金 額 科 目 金 額

現金 ０ 基本財産 １４，５４２，８２６
預け金 ７，６４６，５７３ 基金 ５，４０３，８８７
金銭信託 ０ 基金準備金 ９，１３８，９３９
有価証券 １５，６９６，４３８ 制度改革促進基金 ３２８，８７３
その他有価証券 ６６，６４７ 収支差額変動準備金 ４，５１８，０００
動産・不動産 ３４３，７６６ 責任準備金 １，０８１，２８９
損失補償金見返 １０，６６３ 求償権償却準備金 １１９，１０５
保証債務見返 １７７，５１９，５９４ 退職給与引当金 ４６９，３８６
求償権 ３８３，９３５ 損失補償金 ３１０，０６７
雑勘定 ５４２，３０８ 保証債務 １７７，５１９，５９４
仮払金 １２，００４ 求償権補填金 ０
厚生基金 ６０，９７３ 借入金 ０
連合会勘定 １，８１６ 雑勘定 ３，３２０，７８６
未収利息 ２７，７７９ 仮受金 ６７，７８３
未経過保険料 ４３９，７３７ 保険納付金 ７７，５５３

損失補償納付金 １８，５７３
未経過保証料 ３，１５３，７６４
未払保険料 ２，５２９
未払費用 ５８５

合 計 ２０２，２０９，９２６ 合 計 ２０２，２０９，９２６

資 産 負 債
科 目 金 額 科 目 金 額

現金 ０ 責任準備金 １，０８１，２８９
預け金 ７，６４６，５７３ 求償権償却準備金 １１９，１０５
金銭信託 ０ 退職給与引当金 ４６９，３８６
有価証券 １５，６９６，４３８ 損失補償金 ３１０，０６７
その他有価証券 ６６，６４７ 保証債務 １７７，５１９，５９４
動産・不動産 ３４３，７６６ 求償権補填金 ０
損失補償金見返 １０，６６３ 借入金 ０
保証債務見返 １７７，５１９，５９４ 雑勘定 ３，３２０，７８６
求償権 ３８３，９３５
譲受債権 ０
雑勘定 ５４２，３０８

合 計 ２０２，２０９，９２６ 合 計 １８２，８２０，２２７
正 味 資 産 １９，３８９，６９８

項 目 金 額 前 年 比 計 画 比 計 画 額
保 証 承 諾 ６９，１４０ ９５．９ ８３．３ ８３，０００
保証債務残高 １７７，５２０ ９４．５ ９８．６ １８０，０００
代 位 弁 済 １，６０７ ６５．５ ３５．７ ４，５００
回 収 ７０６ ６４．８ １００．９ ７００

貸借対照表
（平成２６年３月３１日現在）(単位：千円）

財産目録
（平成２６年３月３１日現在）(単位：千円）

平成２５年度事業報告
業績

(単位：百万円、％）

用語解説

＊各金額は単位未満を四捨五入しているため、合計の金額にならない場合がございます。
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そ
の
他

責任共有負担金

支出 収入

日本政策金融公庫
へ支払う信用保険
料です。

信用保険料

決算上の保証料
は、受入保証料
のうち当該決算
期間に対応する
額が計上されま
す。

保証料

年度末求償権のう
ち法的整理の結果
回収不能となって
償却した求償権や
当年度受領した保
険金相当額等を計
上しています。

求償権償却

景気変動等により
代位弁済が想定以
上に増加した場合
の備え（支払い資
金）として、保証
債務残高に対して
一定の割合を積み
立てています。
（洗替え方式）

責任準備金
繰入

協会資産の健全性
を保つ観点から求
償権の回収不能額
を見積もって一定
の割合を積み立て
ています。（洗替
え方式）

求償権償却
準備金繰入

全額基本財産（収
支差額変動準備金
を含む）に組入
れ、当協会が健全
な経営を行い、公
共的使命を果たし
ていくうえで必要
不可欠な基本財産
の充実に当ててい
ます。

当期収支
差額

業
務
費

保
証
料
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金
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息
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戻
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求
償
権
償
却

準
備
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繰
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そ
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他

当
期
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支
差
額

保証の呼び水と
して金融機関に
預け入れた預託
金 の 受 取 利 息
と、保有してい
る国債・地方債
等からの利息配
当金です。

預け金
利息等

責任共有制度に
て負担金方式を
選択した金融機
関より受領した
負担金です。金
融機関毎の平均
保証債務残高に
対する代位弁済
率にて算出され
ます。

責任共有
負担金

代位弁済により
日本政策金融公
庫から受領した
保険金と県・市
町村等から受領
した損失補償金
からなっていま
す。

求償権
補填金戻入

部分保証にかか
る代位弁済によ
る損失等は、そ
れを補うために
別途国から受領
した制度改革促
進基金を取崩す
ことができるこ
ととなっていま
す。

制度改革促進
基金取崩額

収支計算書

経
常
支
出

経
常
外
支
出

経
常
収
入

経
常
外
収
入

責任共有負担金
納付金

責任共有負担金に
ついて、当協会と
日本政策金融公庫
との責任割合（平
均填補率）に応
じ、日本公庫にそ
の一部を納付して
います。

責任共有負担金
納付金

収 支 収 入

科 目 金 額 科 目 金 額

経 常 支 出 経 常 収 入

業務費 ６７６，８９８ 保証料 １，６１１，２４９

役職員給与 ３１９，２６２ 預け金利息 １，６７２

退職給与引当金繰入 ２６，５９７ 有価証券利息・配当金 ２０７，０９７

その他人件費 １００，０１６ 調査料 ０

旅費 ７，０８０ 延滞保証料 ４，４６３

事務費 １０６，９６０ 損害金 ９，７９１

賃借料 １２，１９２ 事務補助金 ２６５，２１５

動産・不動産償却 ２３，５７１ 責任共有負担金 ２０７，１８６

信用調査費 ３，３１１ 雑収入 ２１，７６１

債権管理費 ５４，５５８

指導普及費 １１，４３６

負担金 １１，９１５

借入金利息 ０

信用保険料 ９３３，７１３

責任共有負担金納付金 ４２，８８２

雑支出 １８５，３４９

経常支出合計 １，８３８，８４２ 経常収入合計 ２，３２８，４３４

経常収支差額 ４８９，５９２

経 常 外 支 出 経 常 外 収 入

求償権償却 １，６２３，９０５ 償却求償権回収金 １１３，７３２

譲受債権償却 ０ 責任準備金戻入 １，１３４，９７８

有価証券償却 ０ 求償権償却準備金戻入 １５４，８６３

雑勘定償却 １１，３６０ 求償権補填金戻入 １，４４２，９８８

退職金 ３１３ 保険金 １，３３６，９５５

責任準備金繰入 １，０８１，２８９ 損失補償補填金 １０６，０３３

求償権償却準備金繰入 １１９，１０５ 補助金 ０

その他支出 １０２，２２６ その他収入 ４２１

経常外支出合計 ２，９３８，１９８ 経常外収入合計 ２，８４６，９８２

経常外収支差額 △９１，２１６

制度改革促進基金取崩額 ６８，００３

収支差額変動準備金取崩額 ０

当期収支差額 ４６６，３７９

収支差額変動準備金繰入額 ２３３，０００

基本財産繰入額又は基本財産取崩額 ２３３，３７９

収支計算書
（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日）（単位：千円）

用語解説

＊各金額は単位未満を四捨五入しているため、合計の金額にならない場合がございます。
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区 分 金 額 構成比
基金 ５，４０３，８８７ ３７．２
出捐金 ３，９３１，５８４ ２７．０
（県） ３，３６７，２１７ ２３．２
（市町村） ５４８，６６４ ３．８
（金融機関） １５，７０３ ０．１

金融機関等負担金 １，４７２，３０３ １０．１
基金準備金 ９，１３８，９３９ ６２．８

基本財産合計 １４，５４２，８２６ １００．０

県
3,367,217千円
62.3%市町村

548,664千円
10.2%

金融機関
15,703千円
0.3%

金融機関
等負担金

1,472,303千円
27.2%

基金
5,403,887千円
37.2%基金準備金

9,138,939千円
62.8%

内訳

基本財産の構成 基金の構成

基本財産

基本財産とは
基本財産とは、一般企業の資本金に相当するもので、信用保証協会が引き受けた保証債務の最終
担保としての性格があります。このことから、当協会が引き受ける保証債務の最高限度額は、定款に
より基本財産の約４６．６７倍と定められています。したがって、中小企業の保証需要に安定して応え、
公共的使命を果たしていくためには、基本財産の充実が不可欠となっています。

基本財産の構成
基本財産は、基金、基金準備金で構成されています。

基 金：県、市町村、金融機関から拠出いただいた出捐（しゅつえん）金と金融機関等負担金
で構成されています。

基金準備金：毎事業年度、決算における収支差額のうち、基金準備金として繰り入れをした金額の
累計で、信用保証協会の自己造成基金です。

基本財産の内訳
（平成２６年３月３１日現在）(単位：千円、％）
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項 目 件 数 前年度比 金 額 前年度比 計画（金額） 金額計画比

保 証 承 諾 ６，７２０ １０７．５％ ６９，１４０百万円 ９５．９％ ８３，０００百万円 ８３．３％
保証債務残高 ２０，４６２ ９８．０％ １７７，５２０百万円 ９４．５％ １８０，０００百万円 ９８．６％
代 位 弁 済 ２０１ ８４．５％ １，６０７百万円 ６５．５％ ４，５００百万円 ３５．７％
回 収 － － ７０６百万円 ６４．８％ ７００百万円 １００．９％

平成２５年度経営計画の評価
大分県信用保証協会は、公的な「保証機関」として、中小企業者の資金調達の円滑化を図り、中小企業者の健全な育

成と地域経済の発展に貢献するため、金融支援・経営支援に努めてまいりました。
当協会は、経営の透明性を一層向上させて、対外的な説明責任を適切に果たすために、経営計画を公表し計画等の実

施状況に係わる自己評価を行うとともに、第三者による評価を受けて、その結果について公表しています。
今般、平成２５年度経営計画の実施状況について、自己評価を行いましたので、外部評価委員会意見書と併せて公表い

たします。

Ⅰ 業務環境について
１．地域経済及び中小企業の状況
大分県内の経済情勢は、災害復旧工事等により公共工事が増加、さらに消費税増税前の駆け込み需要により住宅投

資や個人消費等に明るい動きがみられたものの、生産活動は横ばいで推移し、設備投資も低水準にとどまったことか
ら、依然として景気回復を実感できない状況が続いた。
２．中小企業向け融資の動向
大分県内に本店を有する地方銀行及び第二地方銀行の中小企業向け貸出残高（平成２６年３月末）をみると、地方銀

行１兆４７６億円（前年比１０５．０％）、第二地方銀行３，２８５億円（同１０１．４％）となっている。
３．大分県内中小企業の資金繰り状況
財務省九州財務局大分財務事務所の調査によると、県内中小企業の平成２６年１月－３月期の資金繰り判断BSI で

は、前期の－３．６％ポイント（「悪化」超）から０．０％ポイント（「改善」「悪化」同数）となっている。（第４０回法人企
業景気予測調査）
４．大分県内中小企業の設備投資動向
財務省九州財務局大分財務事務所の調査によると、県内中小企業の平成２５年通期の設備投資計画では、５１．４％の減

少となっている。（第４０回法人企業景気予測調査）
５．大分県内の雇用情勢
財務省九州財務局大分財務事務所の調査によると、県内の「雇用情勢は、緩やかに持ち直している。」となってい

る。（大分県内経済情勢報告 平成２６年４月）

Ⅱ 事業概況について
保証承諾については、保証審査担当者の企業訪問や専門家派遣事業などにより中小企業の実態把握に努め積極的に推

進したが、金融機関の貸出金利の低下による影響や中小企業金融円滑化法の終了後も依然条件変更の申出が多かったこ
とから、前年実績及び計画値をともに下回った。この結果、保証債務残高も前年実績及び計画をともに下回った。ま
た、利用企業者数は前年末比で５１６減少の１２，５４２企業となり、一企業当たり保証債務残高は約１４百万円となった。
代位弁済については、中小企業金融円滑化法の終了後も、金融機関の融資スタンスに変化がなかったことや、中小企

業者の経営改善支援のために「経営改善計画策定費用に対する補助事業」や「経営改善支援保証」を創設して、サポー
トミーティングの活用に努めた結果、前年実績及び計画をともに下回った。
回収については、物件の任意処分の進捗管理を徹底するなどして回収額の底上げに努めた結果、前年実績は下回った

ものの、計画は上回った。

〈平成２５年度主要業務数値〉

Ⅲ 収支計画について
年度経営計画に基づき保証業務の適正な運営と経営の効率化に努めたことや、代位弁済が計画よりも大幅に下回った

ことなどにより、収支差額は４億６６百万円の黒字計上となった。
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Ⅳ 財務計画について
収支差額のうち、２億３３百万円を収支差額変動準備金に、２億３３百万円を基金準備金に繰入れたことにより、期末の

収支差額変動準備金は４５億１８百万円、基金準備金は９１億３９百万円となった。この結果、基本財産は１４５億４３百万円と
なった。

Ⅴ 重点課題について
１．保証部門
（１）政策保証を中心とした保証推進
①セーフティネット保証・借換保証等を積極的推進
セーフティネット５号については、国が平時の運用へ移行を図る方針のため、全業種指定から徐々に対象業種が

減少となることを金融機関に周知徹底するとともに、保証債務残高減少先の借換を推進した。また、当座貸越・事
業者カードローン根保証、継続型短期保証（Tan５）については、資格要件該当先を抽出し金融機関に提案するこ
とにより推進することができた。しかし、金融機関の貸出金利の低下による影響などもあり、保証承諾は６９１億４０
百万円と年間計画（８３０億円）を達成できなかった。
②金融機関本部と連携した推進体制の構築
金融機関本部訪問を定期的に実施するとともに、金融機関本部と連携して、案件相談会や勉強会の開催、支店へ

の帯同訪問を行うことなどにより、連携を強化することができた。
③商工会議所・商工会との関係強化
商工会議所で開催した金融相談会に職員の派遣を行うとともに、商工会議所主催の経営指導員会議に出席するな

どして連携を深めたが、商工会との連携強化までには至らなかった。
④市町村制度資金の推進、市町村担当者との連携強化
市町村の保証制度取扱部署を訪問し、担当者と保証制度や政策についての意見交換を行うことにより、連携を深

めることができた。
（２）経営支援の強化
①企業モニタリングの継続・強化
保証審査担当者の現地での企業モニタリングや、創業先への保証後のフォロー訪問など、積極的に企業訪問を実

施（訪問先５１８企業）することにより、経営支援の強化が図られた。
②専門家派遣事業の継続・充実化
原価管理の徹底や社内管理体制の構築など、中小企業者の具体的な経営課題に対し、専門家を派遣してきめの細

かい支援を行うことにより、経営支援の充実が図られた。
③大口先及び関連企業（グループ企業）先について与信限度額の管理を充実化
対象先について、財務内容の傾向や残高増減等の管理を行ったことより、与信限度額の管理の充実を図った。

（３）保証利用向上の取組
保証利用企業増加キャンペーンを実施するとともに、金融機関に対して再アプローチを依頼するなどの取組を講

じたものの、今後は、より効果の上がる方法の検討が必要と思われる。
金融機関支店訪問を積極的に実施（支店訪問数１，９９１回）することにより、金融機関との緊密なリレーションが

構築され、案件相談のスピードアップに繋がった。
（４）保証審査の効率化

「ステップサポート保証」などの提携保証や「継続型短期保証（Tan５）」の推進、金融機関支店との相談会・
勉強会の実施により、効率的な保証審査を行うことができた。
また、地区担当２人体制の導入により、若手職員の交渉力や目利き能力が向上し金融機関との円滑なコミュニ

ケーションが図られ効率的な保証審査に寄与した。

２．期中管理部門
（１）再生支援への取組
①条件変更（返済緩和）先への取組
条件変更（返済緩和）先への企業訪問を実施し経営の実態把握に努めた。また、大分県中小企業再生支援協議会

や大分ベンチャーキャピタル株式会社と連携を図り、中小企業者の再生支援に取り組んだ。
「サポートミーティング」については、１０月に創設した「経営改善計画策定費用に対する補助事業」や「経営改善
支援保証」の金融機関への周知などに努めた結果、経営改善相談が増加し、年度計画の３０回を上回る４４回の開催実
績を残すなどの成果があった。
②求償権先への取組
求償権消滅保証を利用した再生支援はできなかったが、求償権先及びその関連会社の事業を見直すことにより、

求償権先への再生支援を行うことができた。
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（２）期中管理の徹底
①期中管理業務の質の向上
事故報告先については、企業訪問による実態把握の不足を金融機関訪問の実施による情報収集で補った。また、

複数の金融機関から借入がある場合には各金融機関との個別交渉により調整を行うなど、期中管理業務の質的向上
が図られた。
②金融機関・支援機関との連携強化
県内５金融機関本部への定例訪問を毎月実施した。また、金融機関担当者向け研修会の実施や金融機関研修会へ

の講師派遣、大分県との共同による中小企業サポート推進会議の開催、同会議の主催による金融機関や支援機関向
けの研修会を実施したことなどにより、関係機関との連携強化及び期中管理業務や再生支援業務の理解が得られ、
再生支援に関する相談が増加する効果があった。
③業務の効率化
金融機関訪問の実施による情報収集や金融機関が作成したモニタリング表を活用し、期中管理先の把握を行った

ことにより、業務の効率化が図られた。

３．回収部門
（１）求償権回収促進への取組
①求償権の回収強化に向けた取組
期中管理段階から担保の物件調査や処分に向けて金融機関との連携を図ったことや、破産管財人及び破産管財人

が選定した不動産業者との任意処分協議の進捗管理を徹底したことから、担保処分による回収が順調に推移した。
また、サービサーを主体としたスポット回収も順調であったことから、元金・損害金の回収金額は７億６百万円と
なり、年度計画を達成することができた。
②サービサーの効率的活用
無担保求償権については、代位弁済と同時にサービサーへの委託を実施した。また、サービサーに対し、債務者

との返済交渉等により、将来にわたって回収が不可能と判断されるものについては、積極的に委託を解除するよう
に依頼したことにより、管理事務停止の推進に繋がるなど、管理事務の効率化が図られた。
また、サービサーによる地道な資力調査や督促により、無担保求償権が大口回収に結び付くなど、回収促進も図

られた。
③その他の回収促進に向けた取組
回収不能となった求償権の管理事務停止、求償権整理を積極的に推進したことにより、管理事務の効率化が図ら

れた。また、大口求償権については、代位弁済時及び期中の役員報告により、求償権内容の共通認識に努めるな
ど、回収促進に向けた取り組みを行うことができた。

４．その他間接部門
（１）人材育成の充実
①OJTの取組推進
職場内研修として、中堅職員が講師となり、若手職員向けの内部勉強会を４回（のべ参加人数８７人）開催するこ

とにより、受講生や講師を努めた職員のスキルアップが図られた。
また、若手職員への指導体制として、年度当初に指導担当者を設定しマンツーマン体制の確立を図るとともに、

指導担当者に加え、管理職等が帯同して現場指導をしたことにより能力向上が図られた。
②OFF-JT の取組推進
連合会研修は、公募を取り入れる改善などを行い、研修計画を策定した上で実施した。この結果、動産評価アド

バイザー認定試験に１人が合格する成果があった。
（２）危機管理体制の確立

過去に発生したコンプライアンス関係の事例、要因分析について、レジュメとして取りまとめるとともに、これ
を教材として研修会を開催し、内容、原因、対策を職員全員で共有することにより、再発防止に向けた取組を行った。

（３）新たな電算システムの構築
保証協会システムセンターや移行支援協会と連携を強化するとともに、スケジュールの進捗管理を徹底したこと

により、システム移行作業は予定どおりに進んだ。また、諸規程、マニュアル等の整備を行うとともに、内部研修
会やリハーサルを重ねたことにより、本稼働に向けた準備を整えることができた。

（４）財政基盤の確立
経費については、妥当性、経済性の観点から支出内容を精査することにより、削減に努めることができたが、今

後も適正な執行を行うこととしている。
資金の効率的運用については、安全性が高く、利回りを確保できる有価証券を選定した。また、金融機関への預

託は保証利用動向等の実績に応じて実施した。この結果、前年度を上回る利息及び配当金を確保することができ
た。

（５）広報の充実
ホームページでは、保証制度の案内、相談窓口の設置等の協会情報をいち早く掲示するなど、利用者へのサービ

ス向上に努めた。
また、職員の金融機関訪問時や勉強会の資料として各種パンフレットを活用することにより、効果的な広報に努

めることができた。
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外部評価委員会意見書
平成２６年７月４日、大分県信用保証協会から平成２５年度事業概要及びそれに対する自己評価について説明を受けた。これにつ
いて、当委員会の意見は次のとおりである。

総括
大分県信用保証協会では、保証審査担当者の企業訪問や専門家派遣事業などにより中小企業の実態把握に努めながら積極的な
保証推進を行うとともに、「経営改善計画策定費用に対する補助事業」や「経営改善支援保証」を創設して、サポートミーティ
ングの活用に努めるなど、中小企業の経営改善支援に取り組んでいる。
こうした中、平成２５年度は収支差額４億６６百万円を計上し、このうち２億３３百万円を収支差額変動準備金に、２億３３百万円を
基金準備金に繰入れたことにより、基本財産は１４５億４３百万円と着実に増強が図られている。
しかしながら、中小企業金融円滑化法により条件変更の申出に柔軟に対応したため、多くの企業が返済条件緩和を行っている
ことに留意しておく必要がある。
また、県内の中小企業者数の減少が懸念されるところであるが、持続性のある地域経済発展の視点からも事業承継等による支
援が必要と思われる。
大分県信用保証協会においては、今後とも中小企業の振興と地域経済の活力ある発展に貢献できるよう不断の経営努力を期待
する。

保証部門について
保証承諾は６９１億４０百万円で、計画額（８３０億円）を大幅に下回り、前年対比９５．９％、計画比８３．３％となった。これは、金融機
関の貸出金利の低下による影響や、これまで申込の多かったセーフティネット５号保証の対象業種が絞られたことなどが影響し
たと思われる。
保証債務残高は１，７７５億２０百万円となったが計画比９８．６％と計画額（１，８００億円）を若干下回るにとどまった。
利用企業者数は、１２，５４２先で前年度から５１６先減少となったが、中小企業白書における県内の中小企業者数の減少と同様の動
きとなっており、廃業先が多いことが要因と思われる。
大分県信用保証協会では、各金融機関本部に加え営業店へも積極的に訪問し、制度利用の提案や再利用の呼びかけを行うほ
か、金融機関・商工団体等の支援機関との相談会開催等、保証推進のための方策を講じているが、経営支援の充実のためには関
係機関との連携が重要であり、引き続き実施していくことが必要である。
また、企業訪問によるモニタリングや専門家派遣等により中小企業との直接対話による支援にも取り組んでいるが、今後も、
これらの経営支援等を積極的に行うことにより保証協会の存在価値を高めることが望まれる。
さらに、新たな金融機関との提携保証の推進も行われているが、今後とも中小企業のニーズに合った制度の構築等が必要である。

期中管理部門について
代位弁済は１６億７百万円となり、計画額（４５億円）及び前年実績（２４億５６百万円）ともに下回った。これは、中小企業金融円
滑化法終了後も、金融機関の融資スタンスに大きな変化がなく、返済条件緩和などに柔軟に対応したことで、県内の企業倒産が
小康状態を保っていたことが要因と思われる。
また、中小企業の経営改善のために「経営改善計画策定費用補助事業」や「経営改善支援保証」を創設して、サポートミーティ
ングの活用に努めた結果、事故報告受付は２５億２２百万円と計画額（６０億円）及び前年実績（３０億９６百万円）ともに下回った。
しかし、依然として返済条件緩和を行っている企業は予断を許さない状況の先が多いことから、金融機関と連携したモニタリ
ングなどにより期中管理を徹底するとともに、サポートミーティングなどを活用して金融機関や支援機関との連携をより強化
し、経営改善や再生支援に積極的に取り組むことが必要である。

回収部門について
回収は７億６百万円となり、前年実績（１０億９０百万円）は下回ったものの、計画額（７億円）を上回った。これは、期中管理
部門との連携による回収の早期着手や、担保権の進捗管理による任意処分の促進等を積極的に行った結果と思われる。
今後も、無担保や第三者保証人のいない求償権の増加により回収環境は厳しさを増すことが予想されるが、保証協会サービ
サーの有効活用や回収不能となった求償権について管理事務停止・求償権整理を行うなどにより、回収業務の効率化を図ること
が必要である。

その他間接部門について
人材育成については、連合会研修等の研修制度やOJTなどにより、積極的な取組が行われている。
コンプライアンス関係については、過去に発生した事例について要因分析を行い、対策について内部研修を行っているが、再
発防止策として効果的である。今後は、人手に頼る対策ではなく、手続きの見直し、簡素化、マニュアル化などにより対策を強
化することが重要である。
新しい電算システムへの移行については、平成２６年５月に本稼働を迎えているが、今後は内部研修等によりシステムの理解度
をより向上させ、安定的な稼働を行うように要望する。
経費の削減については、具体的な効果などを考慮して実施すべきである。
広報については、中小企業や関係機関に対して、ホームページ、機関誌、各種パンフレット等により実施されているが、今後
もタイムリーで効果的な広報に取り組むことを期待する。 大分県信用保証協会外部評価委員会

委 員 長 岡村 邦彦
副委員長 河野 光雄
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区 分 ２3年度 ２4年度 ２5年度
件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 金額前年比

都 市 銀 行 ２６ ５４９，０００ ２４ ７８３，０００ ２４ ５１８，４００ ６６．２
地 方 銀 行 ３，０９４ ４５，１０８，７４６ ２，４６７ ３６，８００，８５６ ２，６４８ ３４，５２３，３８８ ９３．８
第二地方銀行 １，３４５ １５，３５６，０３３ １，３２５ １４，４８３，７５０ １，４２７ １３，４９３，９８１ ９３．２
信 用 金 庫 １，５６４ １３，７３６，１５１ １，５８８ １２，９３６，２８５ １，６８７ １２，７０５，８１８ ９８．２
信 用 組 合 ８５５ ７，７０６，１９０ ８１７ ６，６５９，４０６ ９０４ ７，２２０，５９０ １０８．４
政府系機関等 ４３ ８４６，５６６ ２８ ４３５，０７４ ３０ ６７７，７６６ １５５．８
合 計 ６，９２７ ８３，３０２，６８６ ６，２４９ ７２，０９８，３７１ ６，７２０ ６９，１３９，９４３ ９５．９

（単位：件、千円、％）

区 分 ２3年度 ２4年度 ２5年度
件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 金額前年比

都 市 銀 行 ８８ １，６２２，２１１ ９１ １，６５８，２８９ ９７ １，６５８，９５３ １００．０
地 方 銀 行 ９，７４１ １１０，４３９，７３８ ９，０６８ ９９，０６６，７３３ ８，６１７ ９１，９３９，７４９ ９２．８
第二地方銀行 ３，４６１ ３３，１９８，６０２ ３，５８９ ３２，６８１，９９９ ３，６８５ ３１，５１０，７７９ ９６．４
信 用 金 庫 ５，６７７ ３７，８８０，１１１ ５，５５８ ３５，９７８，４００ ５，４８２ ３４，３７５，３１３ ９５．５
信 用 組 合 ２，４７４ １８，１９８，７１２ ２，４８８ １７，５７３，１３３ ２，５００ １７，０１０，８６５ ９６．８
政府系機関等 ６７ ８７６，７７８ ７７ ９０９，２６６ ８１ １，０２３，９３５ １１２．６
合 計 ２１，５０８ ２０２，２１６，１５２ ２０，８７１ １８７，８６７，８１９ ２０，４６２ １７７，５１９，５９４ ９４．５

区 分 ２3年度 ２4年度 ２5年度
件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 金額前年比

都 市 銀 行 ０ ０ ３ ５１，４８９ ０ ０ －
地 方 銀 行 １１５ １，４４５，０７０ ９６ １，１３９，５４４ ６９ ６９６，４７３ ６１．１
第二地方銀行 ８３ ６８８，１１０ ４６ ６１６，３６５ ４８ ２８５，２１８ ４６．３
信 用 金 庫 ７７ ４７９，７１６ ５８ ４９２，１９６ ５６ ４０９，５６０ ８３．２
信 用 組 合 ４６ ３３６，８８３ ３３ １５１，０８７ ２８ ２１５，９８２ １４３．０
政府系機関等 ０ ０ ２ ４，８５０ ０ ０ －
合 計 ３２１ ２，９４９，７７９ ２３８ ２，４５５，５３２ ２０１ １，６０７，２３３ ６５．５

注）金融機関の統合前の数値は統合後の金融機関に含みます。（前年比も同じ）
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地
4

地方銀行
9 5%

平成25年度
保証承諾
（金額構成比）

信用組合
9.6%

政府系機関等
0.6%

都市銀行
0.9%

信用金庫
19.4%

地方銀行
51.8%

第二地方銀行
17.8%

庫

地
5

地方銀行

平成25年度
保証債務残高
（金額構成比）

信用組合
13.4%

政府系機関等
0.0% 都市銀行

0.0%

信用金庫
25.5%

地方銀行
43.3%

第二地方銀行
17.7%

庫

地
4

平成25年度
代位弁済
（金額構成比）

金額構成比

信用保証の動向

平成２５年度信用保証業務の状況〈金融機関群別〉

保証承諾

保証債務残高

代位弁済

（※表中の各金額は単位未満を四捨五入しているため、合計の金額にならない場合がございます。）

（単位：件、千円、％）

（単位：件、千円、％）



１６

区 分 ２3年度 ２4年度 ２5年度
件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 金額前年比

製 造 業 ８９０ １２，８８３，８５３ ８５０ １１，７５７，３８５ ８９７ ９，８４２，２３３ ８３．７
建 設 業 １，９９５ ２３，３５９，４５３ １，８５４ １９，６０５，４１０ １，９５９ １７，９４０，７６０ ９１．５
卸 売 業 ７３０ １０，８８６，５００ ６２８ ９，３６２，３８０ ７４３ ９，４４２，６２０ １００．９
小 売 業 １，１９７ １１，７５７，８９５ １，０７０ １０，６５８，０３０ １，０７５ ９，７６６，２６３ ９１．６
サービス業 １，２０３ １３，５９１，７３９ １，０１６ １１，１８８，８１７ １，０８３ １１，３６３，２９７ １０１．６
そ の 他 ９１２ １０，８２３，２４６ ８３１ ９，５２６，３４９ ９６３ １０，７８４，７７０ １１３．２
合 計 ６，９２７ ８３，３０２，６８６ ６，２４９ ７２，０９８，３７１ ６，７２０ ６９，１３９，９４３ ９５．９

区 分 ２3年度 ２4年度 ２5年度
件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 金額前年比

製 造 業 ３，１３３ ３５，５６８，１３３ ２，９８７ ３２，６３８，６９５ ２，９０１ ３０，３３７，７７４ ９３．０
建 設 業 ５，３１９ ４８，４８１，３９４ ５，２８５ ４５，２７８，２０８ ５，２９８ ４２，８２５，６３３ ９４．６
卸 売 業 ２，０１１ ２３，４９３，９６１ １，９１０ ２１，２８４，４８７ １，８７１ １９，７９６，７４８ ９３．０
小 売 業 ３，８３７ ２７，８３７，４７２ ３，６６２ ２５，７４０，７８５ ３，４７６ ２４，２０３，０２１ ９４．０
サービス業 ４，１１８ ３７，６３１，０４９ ３，９６０ ３５，１７４，７６６ ３，８３３ ３２，９７４，１１９ ９３．７
そ の 他 ３，０９０ ２９，２０４，１４２ ３，０６７ ２７，７５０，８７８ ３，０８３ ２７，３８２，２９９ ９８．７
合 計 ２１，５０８ ２０２，２１６，１５２ ２０，８７１ １８７，８６７，８１９ ２０，４６２ １７７，５１９，５９４ ９４．５

区 分 ２3年度 ２4年度 ２5年度
件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 金額前年比

製 造 業 ３８ ７１７，４３９ ４１ ７３０，２８６ １８ １３１，５４２ １８．０
建 設 業 １１２ ９６８，８６４ ５８ ６０１，５７６ ６９ ６７６，６５６ １１２．５
卸 売 業 ３５ ２３５，９２７ ２４ ２５７，１２６ ２３ ２２８，９２４ ８９．０
小 売 業 ７４ ６４４，０４９ ６１ ４８５，０３１ ３３ ２２３，８２２ ４６．１
サービス業 ２３ １６３，７８３ ２２ ７１，４７３ ３２ ２４７，９０１ ３４６．８
そ の 他 ３９ ２１９，７１７ ３２ ３１０，０３９ ２６ ９８，３８９ ３１．７
合 計 ３２１ ２，９４９，７７９ ２３８ ２，４５５，５３２ ２０１ １，６０７，２３３ ６５．５
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平成２５年度信用保証業務の状況〈業種別〉

保証承諾

保証債務残高

代位弁済

（単位：件、千円、％）

（単位：件、千円、％）

（単位：件、千円、％）
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１７

保 証 承 諾 保 証 債 務 残 高 代位弁済（元利）

件数 金 額 前年比 構成比 件数 金 額 前年比 構成比 件数 金 額 前年比 構成比

大 分 市 ２，６７３ ２８，７８６，８１０ ８９．５ ４１．６ ８，６０７ ７７，７４３，９４１ ９３．４ ４３．８ １０２ ７８４，２６９ １１９．２ ４８．８

別 府 市 ７１８ ７，１７０，５１０ ８９．２ １０．４ ２，２７４ ２０，０８５，３２８ ９３．７ １１．３ ２２ １６７，８９６ ５０．８ １０．４

中 津 市 ４５９ ５，３６５，９３０ ９９．０ ７．８ １，３２０ １２，５３０，２９０ ９４．３ ７．１ ２１ ２１４，６０１ ２０９．２ １３．４

日 田 市 ５４６ ４，４６０，８３０ １２５．７ ６．４ １，８５０ １１，５１７，７５３ ９６．６ ６．５ １１ ２８，６５９ １０６．１ １．８

佐 伯 市 ４６９ ５，２０７，４１０ １０３．９ ７．５ １，２５４ １１，８１２，８４６ １０２．２ ６．７ ５ ３３，５６４ ５．５ ２．１

臼 杵 市 ２６８ ３，６９２，７２９ １４９．３ ５．３ ６５３ ７，０１２，８０９ １０２．７ ３．９ ４ ４０，３２５ １０１．９ ２．５

津 久 見 市 １２８ １，３２２，９８０ １４２．９ １．９ ２８０ ２，３３８，１８６ １０９．７ １．３ ０ ０ ０．０ ０．０

竹 田 市 １６０ １，３８１，５３０ ７１．５ ２．０ ３７３ ３，００７，１９７ ８７．９ １．７ ６ ９１，０５０ ２０８．５ ５．７

豊後高田市 １３３ １，２９４，１５０ １０３．７ １．９ ３４８ ３，１４７，８５８ ８９．０ １．８ ２ １，７９２ ４．７ ０．１

杵 築 市 １５９ １，４５６，７００ １１３．０ ２．１ ４６６ ３，８９６，３７７ ９３．４ ２．２ ０ ０ ０．０ ０．０

宇 佐 市 ２９１ ２，５４８，７３０ １１１．５ ３．７ ７９５ ６，４７０，６５０ ９４．２ ３．６ ３ １３，５７２ ４．７ ０．８

豊後大野市 １７０ １，４４４，５５９ ９８．９ ２．１ ４８６ ３，４０５，８６４ ９５．４ １．９ ２ ８，８８１ ６．４ ０．６

由 布 市 １６３ １，３５３，２７５ ９２．１ ２．０ ５４３ ３，９５８，５３１ ９１．０ ２．２ ５ ２３，０６６ ２８．８ １．４

国 東 市 ６９ ６６９，０５０ ６５．２ １．０ ３１６ ２，２２１，５０９ ８６．８ １．３ １１ １７４，００４ ４４３．９ １０．８

市計 ６，４０６ ６６，１５５，１９３ ９６．８ ９５．７ １９，５６５ １６９，１４９，１３８ ９４．５ ９５．３ １９４ １，５８１，６７９ ６５．３ ９８．４

東
国
東
郡

姫島村 １ ２３，０００ － － ５ ２８，５７６ ９２．５ － ０ ０ ０．０ ０．０

小計 １ ２３，０００ － － ５ ２８，５７６ ９２．５ － ０ ０ ０．０ ０．０

速
見
郡

日出町 １２０ １，１６１，７５０ ６８．３ １．７ ３２２ ３，３１９，３３７ ８９．８ １．９ ４ １６，１９９ ９６１．４ １．０

小計 １２０ １，１６１，７５０ ６８．３ １．７ ３２２ ３，３１９，３３７ ８９．８ １．９ ４ １６，１９９ ９６１．４ １．０

玖

珠

郡

九重町 ５６ ４７８，０００ ６４．３ ０．７ １７５ １，６７３，３６２ ９２．９ ０．９ ０ ０ ０．０ ０．０

玖珠町 １１５ ９３５，２００ １０１．７ １．３ ３１７ ２，０６２，５８３ ９５．８ １．２ ０ ０ ０．０ ０．０

小計 １７１ １，４１３，２００ ８５．０ ２．０ ４９２ ３，７３５，９４５ ９４．５ ２．１ ０ ０ ０．０ ０．０

郡部計 ２９２ ２，５９７，９５０ ７７．２ ３．７ ８１９ ７，０８３，８５７ ９２．２ ４．０ ４ １６，１９９ ５９．３ １．０

県外 ２２ ３８６，８００ ９０．８ ０．６ ７８ １，２８６，５９９ ９９．８ ０．７ ３ ９，３５５ １９６．８ ０．６

合 計 ６，７２０ ６９，１３９，９４３ ９５．９ １００．０ ２０，４６２ １７７，５１９，５９４ ９４．５ １００．０ ２０１ １，６０７，２３３ ６５．５ １００．０

平成２５年度信用保証業務の状況〈市町村別〉
（単位：件、千円、％）
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利用企業者数の推移
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平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

実 績 前年同期比 実 績 前年同期比 実 績 前年同期比

件 数 ２，６４７ １０８．７ ２，５１２ ９４．９ ２，４１４ ９６．１

金 額 ４２，９２７ １１１．８ ４３，５０５ １０１．３ ４１，５３３ ９５．５

（単位：件、百万円、％）

（単位：億円） （単位：件）
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条件変更の実績
平成２１年１２月に施行された中小企業金融円滑化法の趣旨を十分に踏まえ、当協会では、中小企業の
経営状況に合わせた返済条件の緩和など、資金繰り円滑化に積極的に対応しています。

条件変更承諾実績（期限延長、返済条件の変更に係るもの）
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制度の運営 大分県信用保証協会
業務委託先 公益財団法人大分県産業創造機構

派遣する専門家 公益財団法人大分県産業創造機構に登録している専門家
利用対象者 当協会を利用している中小企業
派遣回数 原則３回（必要に応じて５回まで実施可能）
派遣時間 １回あたり３時間
費 用 無料（専門家への報酬、交通費等は当協会が負担）

当協会の取組

◆専門家派遣事業

平成２３年５月から当協会独自の事業として専門家派遣事業を開始して
います。本事業は、当協会をご利用いただいている中小企業の皆さまに、
専門的な知識と経験を有する専門家を無料で派遣し、目標の実現や経営上
抱える各種課題の解決をお手伝いする事業です。平成２５年度は、２２企業に
対し延べ７２回の派遣を実施しました。
～概要～

◆金融相談会の実施

県内各地の商工会議所で定期的に金融相談会を開催して
います。
当協会の中小企業診断士や保証部職員が、各種保証制度
をはじめ、保証業務全般や経営に関することなど、中小企
業の皆さまからのご相談に直接応じています。
【お問い合せ先】
保証部 保証・経営支援一課 ０９７―５３２―８２４６

保証・経営支援二課 ０９７―５３２―８２４７

◆事業再生ファンド「おおいたPORTAファンド有限責任組合」への出資

当協会は、独立行政法人中小企業基盤整備機構、大分県、株式会社大分銀行、株式会社豊和銀行、
大分みらい信用金庫、大分信用金庫、大分県信用組合、日田信用金庫とともに、中小企業の事業再生を
支援する「おおいたPORTAファンド投資事業有限責任組合」に出資しました。
本ファンドは産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（以下「産活法」）に基づき
独立行政法人中小企業基盤整備機構の出資を受ける「官民一体型中小企業再生ファンド」です。同じく
産活法に基づき設置された中小企業再生支援協議会と連携し、事業再生に取り組む中小企業に対して
投資を行うとともに、継続的な経営支援を行うことで、地域経済の活性化に寄与することを目的として
います。
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経営改善支援センター（全国47都道府県に設置）

⑤費用の2/3を支援
①認定支援機関と
　連名で相談・申込

中小企業・小規模事業者

②計画策定支援、
　フォローアップ

④費用の1/3を負担

認定支援機関
（弁護士・税理士・金融機関等）

保証協会

認定支援機関による経営改善計画策定支援事業

③サポート
　ミーティング 取引金融機関

保 証 協 会

⑥事業者の自己負担
　部分の半分を補助
　します。
　（上限 15万円）

◆経営改善支援保証の創設
当協会は、平成２５年１０月に、財務上の問題を抱えている中小企業者に対して、認定支援機関等が連携
して、実現可能な経営改善計画書の策定を支援するとともに、経営改善計画の実施等に必要な事業資金
の円滑な融資を支援し、中小企業者の経営改善・事業再生の促進を図ることを目的として当制度を創設
しました。

【ご利用できる方】
今後とも金融機関の支援の継続が可能であり、次の全ての要件を満たす中小企業者。
①認定支援機関が策定を支援した経営改善計画を有し、経営改善支援センター事業の利用申請を行い、
受理の通知を受けていること。
②サポートミーティングを活用していること。
③当協会の保証利用があること。

【概要】
・借入限度額 １，０００万円
・保証期間 （一括返済）１年以内、（分割返済）７年以内

◆「経営改善計画策定費用」に対する補助事業
当協会では、平成２５年１０月から、国が実施する「認定支援機関による経営改善計画策定支援事業」
（事業者に対する計画策定費用等の一部補助）に係る取組として、当協会にて事業者の自己負担部分の
一部に対する費用補助を行っています。
【概要】
次の全ての要件を満たす中小企業者について、事業者の自己負担部分（計画策定費用の1/3）のうち、
１企業あたり15万円を上限として、その半分を補助します。（ただし、モニタリング費用除きます。）
【要件】
①「認定支援機関による経営改善計画策定支援事業」の利用申請を行い、大分県経営改善支援センター
から受理の通知を受けていること。
②サポートミーティングを活用していること。
③当協会の保証利用があること。
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ホームページの活用

季刊誌「RELATION」の発行

広報活動
当協会では、信用保証協会への理解を深めていただくために、様々な広報活動を行っています。今後
も「顔の見える協会」を目指し、広報の充実に力を注いでまいります。

信用保証協会に関する基本事項のほか、各種保
証制度のご紹介やご利用方法など、最新情報を幅
広く掲載しています。

ホームページアドレス
http://www.oita.cgc.or.jp

季刊誌「RELATION」では、県内中小企業者や金融機関のご紹介をはじめ、各種保証制度
のご利用方法、改正点などタイムリーな情報を提供しています。
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「保証月報」の発行

リーフレットの発行

外部機関等の広報誌への広告掲載

掲載先：「創造おおいた」
公益財団法人 大分県産業創造機構

掲載先：「かるふーる」
大分県商工会連合会

掲載先：「エール」
大分商工会議所

毎月１回、当協会の保証状況を分かりやすくまとめています。

「信用保証制度のご案内」など、各種リーフレットを作成し、制度の理解促進に努めています。

当協会についてより多くの方に知っていただくため、外部機関の広報誌に「信用保証」「経
営支援」に関する情報やお知らせを掲載しています。これからも地域に密着した自治体等の広
報誌への情報発信を行います。
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信用保証のしくみ

信用保証制度
中小企業者が金融機関から事業資金を借り入れる際、信用保証協会が公的な保証人となることにより
資金調達を容易にし、中小企業金融の円滑化を図ることを目的としています。
信用保証制度の当事者は、基本的には中小企業者、金融機関、信用保証協会の三者です。
①中小企業者は、信用保証協会に保証申込をします。（金融機関を経由していただくのが一般的で
すが、商工団体及び信用保証協会に直接お申込みいただく方法もあります。）
②信用保証協会は、申込のあった中小企業者の信用調査・審査を行います。
③保証の承諾を決定した場合は、金融機関に対して信用保証書を発行いたします。
④金融機関は信用保証書に基づいて中小企業者に融資を行います。
⑤中小企業者は、融資条件に従って金融機関に借入金を返済します。
⑥中小企業者が何らかの事情で借入金の返済ができなくなった場合、金融機関は、信用保証協会に
対して代位弁済の請求を行います。
⑦信用保証協会は、この請求に基づいて中小企業者に代わって借入金の残額を金融機関に返済（代
位弁済）します。
⑧代位弁済を行うことにより、金融機関が有していた債権が信用保証協会に移転し、信用保証協会
が求償権を取得し、債権者となります。
⑨中小企業者及びその保証人には、信用保証協会に対して求償債務の返済をしていただきます。

信用保険制度
信用保証業務にともなうリスクを、信用保険によってカバーし、信用保証制度の機能が十分に発揮で
きるようにすることを目的としています。
信用保険制度の当事者は、日本政策金融公庫と信用保証協会の二者です。
①日本政策金融公庫と信用保証協会は、信用保険契約を締結し、この契約に基づき日本政策金融公
庫は信用保証協会の保証に対して保険を引き受けます。
②信用保証協会は、日本政策金融公庫に信用保険料を支払います。
③信用保証協会が金融機関に代位弁済をしたときは、日本政策金融公庫に保険金の請求を行いま
す。
④信用保証協会は、信用保険の種類に応じて、代位弁済した元本金額の７０％または８０％を保険金と
して日本政策金融公庫から受領します。
⑤信用保証協会は、代位弁済した中小企業者からの回収金の一部を、保険金の受領割合に応じて保
険納付金として日本政策金融公庫に納付します。

信用補完制度
信用保証協会の「信用保証制度」と日本政策金融公庫の「信用保険制度」との２つの制度を総称して
信用補完制度といいます。
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信用補完制度

信用保険制度

信用保証制度
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⑤返　　済

中小企業者
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業 種 資 本 金 従 業 員
製 造 業 ・ 建 設 業
運 送 業 ・ そ の 他

３億円以下 ３００人以下

卸 売 業 １億円以下 １００人以下
小 売 業 ５，０００万円以下 ５０人以下
サ ー ビ ス 業 ５，０００万円以下 １００人以下
医 療 法 人 － ３００人以下

業 種 資 本 金 従 業 員
ゴ ム 製 品 製 造 業
�
�
�

自動車または航空機用タイヤ及
びチューブ製造業ならびに工業
用 ベ ル ト 製 造 業 を 除 く

�
�
�

3億円以下 ９００人以下

ソ フ ト ウ エ ア 業 3億円以下 ３００人以下
情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 3億円以下 ３００人以下
旅 館 業 5,000万円以下 ２００人以下

信用保証のご利用について

【保証をご利用いただける方】
業歴要件～営業年数を問わず、客観的に事業を行っていることが明らかであれば保証対象となります。

区域要件～次の（１）または（２）に該当すれば保証対象となります。
（１）個人の場合：住居または事業所のいずれかが大分県内にあるもの
（２）法人の場合：大分県内に本店または事業所を有するもの

（注）制度要綱等で定めがある場合はその定めによります。

企業規模
法人の場合は、資本金（出資金）または常時使用する従業員のいずれか一方が、個人の場合は、常時
使用する従業員が、下記の条件を満たしていればご利用いただけます。

ただし、次の政令特例業種については、下記のとおりとなります。

＊生計を一つにしている家族従業員、会社の役員、全くの臨時的な従業員は、常時使用する従業員
数には含まれません。
＊組合は、当該組合が保証対象業種を営むもの、またはその構成員の３分の２以上が保証対象業種
を営んでいれば対象となります。
＊個人が営む医業は、常時使用する従業員数は１００人以下です。
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法人・個人 ２億８，０００万円

組 合 ４億８，０００万円

業種
中小企業信用保険法施行令で定める業種となっており、商工業のほとんどの業種でご利用になれま
す。ただし、農業、林業、漁業、金融・保険業（保険媒介代理業、保険サービス業は除く）、パチンコ
店等の遊技業、性風俗関連特殊営業、興信所・易断所、その他信用保証協会において保証対象として不
適当と認める業種についてはご利用いただくことができません。
また、許認可や届出を必要とする業種については、当該事業に係る許認可等を受けていることが必要
となります。

その他
反社会的勢力は、信用保証協会の保証の対象となりません。

【保証の内容】

保証の最高限度額

※上記の保証限度額のうち、無担保保証の限度額は８，０００万円です。
このほかに国が定める制度保証で、一定の要件を備えている方は、別枠で保証のご利用ができます。

保証期間
最長２０年以内まで取り扱いできます。
なお、それぞれの制度により定めがありますので、別掲の保証制度のご案内をご覧ください。

資金使途
事業に必要な「運転資金」と「設備資金」に限ります。

連帯保証人
法人代表者以外の連帯保証人を徴求しないものとします。
ただし、実質経営者、許認可名義人は連帯保証人になっていただきます。
なお、事業継承予定者は連帯保証人になっていただく場合があります。

担保
必要に応じ、原則として、県内に所在する不動産、船舶、流動資産（棚卸資産・売掛債権）、有価証
券などを提供していただきます。
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金融機関は80％の保証部分について、保証協会から代位
弁済を受けますが、残りの20％については、金融機関の
負担となります。

金融機関は保証付債権の全額を保証協会から代位弁済
を受けることになりますが、事後的に20％の負担金を
お支払いいただくこととなります。

①部分保証方式
【保証時点】

【代位弁済時】

80％
保証協会が代位弁済

20％
プロパー分

②負担金方式
【保証時点】

100％
保証部分

【代位弁済時】

100％
保証協会が代位弁済　 20％負担金

80％
保証部分

20％
非保証部分

【責任共有制度について】

制度の目的
信用保証協会の保証付き融資につきましては、従来、信用保証協会が融資取扱金融機関に対し、原則

１００％保証していました。
平成１９年１０月から、信用保証協会と金融機関とが適切な責任分担を図り、両者が連携して、融資実行
やその後の経営支援・再生支援等を行うことを目的として「責任共有制度」が導入されました。

制度の概要
責任共有制度は、①部分保証方式（金融機関が行う融資額の一定割合を保証する方式）、②負担金方
式（金融機関の過去の制度利用実績に基づき一定の負担金を支払う方式）があり、各金融機関がいずれ
かの方式を選択することとなっています。（概要は下表のとおり）

責任共有制度の対象とならない保証制度
責任共有制度の対象外となる保証（１００％保証）は以下のとおりです。

１．小口零細企業保証
２．特別小口保険に係る保証
３．経営安定関連保険（セーフティネット）１号～６号に係る保証
４．災害関係保険に係る保証
５．創業関連保険（再挑戦支援保証含む）、創業等関連保険に係る保証
６．事業再生保険に係る保証
７．求償権消滅保証
８．破綻金融機関等関連特別保証（中堅企業特別保証）
９．東日本大震災復興緊急特別保険に係る保証
１０．経営力強化保証（保証割合が１００％の保証を既往借入金の範囲内で借り換えた場合に限る）
１１．事業再生計画実施関連保証（保証割合が１００％の保証を既往借入金の範囲内で借り換えた場合に限る）

（注）特定社債保証、流動資産担保融資保証等の部分保証制度は、金融機関の選択する方式にかかわら
ず部分保証となります。
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区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
責任共有保証料率 １．９０％ １．７５％ １．５５％ １．３５％ １．１５％ １．００％ ０．８０％ ０．６０％ ０．４５％
（特殊保証） （１．６２％） （１．４９％） （１．３２％） （１．１５％） （０．９８％） （０．８５％） （０．６８％） （０．５１％） （０．３９％）

責任共有外保証料率 ２．２０％ ２．００％ １．８０％ １．６０％ １．３５％ １．１０％ ０．９０％ ０．７０％ ０．５０％
（特殊保証） （１．８７％） （１．７０％） （１．５３％） （１．３６％） （１．１５％） （０．９４％） （０．７７％） （０．６０％） （０．４３％）

注）特殊保証は当座貸越根保証、事業者カードローン当座貸越根保証、手形割引根保証、手形貸付根保証です。
保証制度によっては上記の９段階の保証料率とは異なる場合がございます。

割引措置

1

割引措置

2

中小企業の皆さま

保証料率の決定

・貸借対照表を作成していない方※１
・同一の事業を営む複数の者であって金融機関からの借
入れに係る連帯債務を負担している方

担保を提供した場合
0.10％を割引

(一部保証制度により割引対象外もあります )

※１ 具体的には
　・法人成り後、決算をしていない方
　・創業後、決算していない方
　・個人事業主で貸借対照表を作成し
ていない方

「中小企業の会計に関する基本要領」に準拠して
決算書を作成している、または会計参与を導入
している会社の場合

0.10％を割引

貸借対照表を作成している方

一定料率（区分⑤の料率を適用)経営状況に応じ保証料率を９段階
から判別

【信用保証料について】

信用保証料
信用保証協会の保証によって融資を受けた中小企業の皆さまには、協会保証の利用の対価として、信
用保証料をお支払いいただきます。信用保証料は日本政策金融公庫へ支払う信用保険料、損失の補償、
経費等、信用保証制度の運営上必要な費用に充当するものです。
なお、信用保証料以外に手数料等は一切いただいておりません。

信用保証料率
平成１８年４月１日より、基本の保証料率は、中小企業の皆さまの経営状況に応じて、原則として９段
階のリスク考慮型保証料率体系を導入しています。
セーフティネット保証、流動資産担保融資保証などの特別な保証制度は、リスク考慮型保証料率体系
の対象とはならず、一律の保証料率を適用します。

【基本保証料率】

信用保証料率決定の流れ
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分割返済回数 ６回以下
７回以上
１２回以下

１３回以上
２４回以下

２５回以上

分割返済回数別係数 ０．７０ ０．６５ ０．６０ ０．５５

不均等分割返済係数 ０．７７ ０．７２ ０．６６ ０．６１

保証期間
分割
回数

分割支払割合
融資実行時 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目

２年超 ４年以内 ２回 ７５％ ２５％

４年超 ６年以内 ３回 ６０％ ３０％ １０％
６年超 ８年以内 ４回 ４５％ ３５％ １５％ ５％

８年超 １０年以内 ５回 ３５％ ３０％ ２０％ １０％ ５％

１０年超 １２年以内 ６回 ３０％ ２０％ ２０％ １５％ １０％ ５％

１２年超 １４年以内 ７回 ２５％ ２０％ ２０％ １５％ １０％ ５％ ５％

１４年超 １６年以内 ８回 ２０％ ２０％ １５％ １５％ １０％ １０％ ５％ ５％

１６年超 １８年以内 ９回 ２０％ ２０％ １５％ １５％ １０％ ５％ ５％ ５％ ５％

１８年超 ２０年以内 １０回 ２０％ ２０％ １５％ １５％ １０％ ５％ ５％ ５％ ３％ ２％

信用保証料の計算
信用保証料の基本的な計算は次のとおりです。
①返済方法が一括返済の場合
保証金額×保証期間（月数）／１２×保証料率（年率）
②返済方法が均等分割返済の場合
保証金額×保証期間（月数）／１２×保証料率（年率）×分割返済回数別係数※

※分割返済回数別係数は返済回数によって決定します。

信用保証料のお支払い
信用保証料は、原則、貸付実行日（条件変更実行日）に全額一括支払いとなっておりますが、保証期
間が２年超の場合、下記の「分割徴収割合表」を適用し、分割にてお支払いいただけます。

【分割徴収割合表】
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保証の種類 概 要 保証限度額
（ ）は組合 資金使途 保証期間

（うち据置）融資利率
保証料率
（年）％

割引適用
会計 担保

普通保証 一般的または大口の事業資金が
必要な方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備 ２０年 金融機関

所定利率 ０．４５～１．９０（表１） ○ ○

無担保無保証人保証
（責任共有対象外：１００％保証）

一般的な事業資金が必要な小規模企業者の方
（他保証との重複利用はできません） １，２５０万円 運転

設備 ７年 金融機関
所定利率 ０．８６

小口零細企業保証
（責任共有対象外：１００％保証）

一般的な事業資金が必要な小規
模企業者の方 １，２５０万円 運転

設備
１０年
（１年）

金融機関
所定利率 ０．５０～２．２０（表２） ○

当座貸越 経営に必要な資金を反復継続し
て安定的に必要とされる方

１００万円～
２億８，０００万円

運転
設備 １年又は２年 金融機関

所定利率 ０．３９～１．６２（表３） ○ ○

事業者カードローン根保証 小口の事業資金を反復継続的に
必要とされる方 １００万円～２，０００万円 運転

設備 １年又は２年 金融機関
所定利率 ０．３９～１．６２（表３） ○ ○

根保証 手形割引 手形割引取引などが多い方 ２億８，０００万円
（４億８，０００万円） 運転 １年 金融機関

所定利率
０．３９～１．６２（表３） ○ ○

手形貸付 ０．４５～１．９０（表１） ○ ○

盆・年末特別保証 盆・年末など金融繁忙期に ５００万円 運転 ６か月 金融機関
所定利率 ０．４１～１．８６（表４） ○ ○

経営安定関連保証
（１号～６号は責任共有対象外：１００％保証）

経営安定１～８号の認定を受け
た方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備

１０年
（２年）

金融機関
所定利率

１号～６号 ０．８０
７号・８号 ０．７５

東日本大震災復興緊急保証
（責任共有対象外：１００％保証）

東日本大震災の影響により経営の安定に支障が生じ
ている方（平成２７年３月３１日貸付実行分までが対象）

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備

１０年
（２年）

金融機関
所定利率 ０．８０

創業関連保証
（責任共有
対象外：

１００％保証）

再挑戦支援保証
過去に廃業等の経験を有する方
が、再び創業される方又は創業
された方

１，０００万円
（支援創業関連
保証と合算して
1,500万円） 運転

設備
１０年
（１年）

金融機関
所定利率 １．００創業関連保証

事業を営んでいない個人が事業開始するとき及び
中小企業者が新たに会社を設立し事業開始すると
き、並びに事業開始後５年を経過していない方

支援創業関連保証 市町村が実施する認定特定創業支援事業の支援を受
け、創業を行う方（市町村の証明が必要）

１，５００万円
（創業関連保証・再
挑戦支援保証と合
算して１，５００万円）

創業等関連保証
（責任共有対象外：１００％保証）

事業を営んでいない個人が事業開始するとき及び
中小企業者が新たに会社を設立し事業開始すると
き、並びに事業開始後５年を経過していない方

１，５００万円 運転
設備

１０年
（１年）

金融機関
所定利率 １．００

経営革新関連保証 中小企業新事業活動促進法に規定する承認経営革新
計画に従い経営革新のための事業を行おうとする方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転 ５年（１年）金融機関
所定利率 ０．８５設備 ７年（１年）

中堅企業特別保証
（責任共有対象外：１００％保証）

破綻金融機関と取引を行っていたため、金融機
関から円滑な資金調達ができない中堅企業の方 ６億円 運転 ５年（１年）金融機関

所定利率
無担保保証（１億円以内）０．６５

設備 ７年（１年） 普通保証（１億円超） ０．７５
中小企業特定社債保証
（部分保証：８０％保証）

中小企業者が自社の発行する社債
（私募債）で資金調達を行いたい方

４億５，０００万円
※発行価額は
５億６，０００万円

運転
設備 ７年 支払金利発

行体所定率
発行価額に対し

０．４５～１．９０（表１） ○

流動資産担保融資保証
（部分保証：８０％保証）

自ら保有する売掛債権、棚卸資産を
担保として資金調達を行いたい方

２億円
※貸付限度額は
２億５，０００万円

運転
設備 １年 金融機関

所定利率
借入金額・極度額に対し

０．６８
事業再生保証

（責任共有対象外：１００％保証）
法的な再生手続き申立て、再建に取り組んで
いる中小企業者が資金調達を行いたいときに ２億円 運転

設備 １０年 金融機関
所定利率 ２．２０

事業再生円滑化関連保証
（部分保証：８０％保証）

法的整理手続きによらず、事業再生を図ろう
とする中小企業が資金調達を行いたいときに

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

※貸付限度額は３億５，０００万円（６億円）
運転
設備 ３年 金融機関

所定利率
借入金額に対し１．７６
（特別小口 0．86）

経営者保証ガイドライン対応保証 「経営者保証に関するガイドライン」において求め
られている対応が講じられている中小企業者の方

2億8,000万円
（4億8,000万円）

運転 ３年（６ヶ月）金融機関
所定利率 ０．４５～１．９０（表１） ○ ○

設備 ５年（６ヶ月）

経営改善支援保証
認定経営革新等支援機関等が支援した経営改
善計画を有し、経営改善支援センター事業の
利用申請を行い、受理の通知を受けている方

１０００万円 運転
設備 ７年 金融機関

所定利率

責任共有対象
0.45～1.90（表1）
責任共有対象外
0.50～2.20（表2）

○ ○

事業再生計画実施関連保証
産業競争力強化法に規定する認定支援機
関の指導又は助言を受けて作成した事業
再生の計画等に従って事業再生を行う方

2億8,000万円
（4億8,000万円）

運転
設備

１５年
（１年）

金融機関
所定利率

責任共有対象０．８０
責任共有対象外１．００
特別小口０．８０

予約保証 一時的かつ緊急的な資金が必要な方
（信用保証書の有効期限が３６５日）

２，０００万円 運転
設備 ５年

金融機関
所定利率

０．６０～１．９０（表１２） ○ ○

小口零細企業保証
（責任共有対象外：１００％保証） ５００万円 運転

設備 １０年 ０．７０～２．２０（表１２） ○

経営継承関連保証
経営者の退任・死亡等に起因す
る事業継承を行うための資金を
必要とされる方

２億８，０００万円
運転 １０年 金融機関

所定利率
０．４５～１．９０（表１）
（特別小口 ０．８６） ○ ○

設備 １５年

中小企業承継事業再生関連保証
主務大臣の認定を受けた中小企業承
継事業再生計画に従って、それを実
施するための資金を必要とされる方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備 １０年 金融機関

所定利率
０．４５～１．９０（表１）
（特別小口 ０．８６） ○ ○

おおいた産業活力支援保証
自動車関連産業、半導体産業、医療機器関連産業、
新エネルギー関連産業において事業を行う方、ま
たは、これらの産業へ新たに事業展開を行う方

８，０００万円
運転 １０年（１年）金融機関

所定利率 ０．２５～１．７０（表１３） ○
設備 １５年（３年）

Ｑ１２５０保証
（責任共有対象外：１００％保証）

一定基準以上の要件を具備する
小規模企業者が迅速に資金調達
を行いたいときに

１，２５０万円
（特認５００万円）

運転
設備 １０年 金融機関

所定利率 ０．５０～２．２０（表２）

ＱＷ保証
一定基準以上の要件を具備する
中小企業者が迅速に資金調達を
行いたいときに

８，０００万円 運転 １０年 金融機関
所定利率 ０．４５～１．９０（表１） ○

SS保証
一定基準以上の要件を具備する
中小企業者が迅速に資金調達を
行いたいときに

３，０００万円
（特認５００万円）

運転
設備

１０年（６ヶ月）金融機関
所定利率 ０．４５～１．９０（表１） ○ ○

１０年（１年）
経営力強化保証 金融機関及び認定経営革新等支

援機関の支援を受けつつ、経営
力の強化を図りたい方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
〔借換〕
設備

５年（１年）
〔１０年〕（１年）
７年（１年）

金融機関
所定利率

０．４５～１．７５（表１４） ○ ○
１００％保証の既保証を同額内で借換
（責任共有対象外：１００％保証） ０．５０～２．００（表１４） ○

商工貯蓄共済融資保証 商工貯蓄共済の加入者で、事業資金が必要な方
（積立金を担保とします。）

貯蓄積立額の３倍以内、３倍以
上４倍未満の方は１，０００万円以内

運転 ７年 商工貯蓄共済融資
斡旋規程による

０．３５～１．８０
（担保割引適用後） ○ ○設備 １０年（6ヶ月）

※Ｑ１２５０保証・ＱＷ保証・SS保証は、金融機関と提携した保証制度で、「覚書」を取り交わした金融機関でお取扱いしています。
※セーフティネット１号～６号の認定を受けた場合、責任共有制度対象外となり、保証料率が０．８０％となる制度資金もあります。
※セーフティネット７号・８号の認定を受けた場合、責任共有制度対象となり、保証料率が０．７５％となる制度資金もあります。
※特別小口保険を付保した場合は、責任共有制度対象外となります。

【大分県信用保証協会の制度資金】 （平成２６年４月現在）
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保証の種類 概 要 保証限度額
（ ）は組合 資金使途 保証期間

（うち据置）
融資利率
（年）％

保証料率
（年）％

割引適用
会計 担保

中小企業振興資金
運 転 経営の合理化・体質強化のため

に長期運転資金が必要なときに
２，５００万円
（６，０００万円） 運転 １０年（６か月） １年以内１．９５年以内２．２

７年以内２．４
１０年以内２．６

０．４５～１．1５（表5） ○ ○
設 備 経営の合理化・体質強化のため

に設備資金が必要なときに
５，０００万円
（１億円） 設備 １０年（１年）

小口零細企業資金
（責任共有対象外
：１００％保証）

普通貸付 一般的な事業資金が必要な小規
模企業者の方 １，２５０万円 運転

設備 １０年（１年）
１年以内１．５
５年以内１．８
７年以内２．３
１０年以内２．５

０．５０～０．８５（表９） ○
個人向け
無担保無保
証人貸付

０．７０

中小企業活性化資金 活性化融資

・直近の決算期において、税引前損益
又は経常損益で損失を生じ、又は損
失が確実と見込まれる方

・最近３か月以上の売上高が、前年同
期に比し５％以上減少している方

・直近の決算期において、前年に比し
経常利益が１０％以上減少し又は減少
することが確実と見込まれる方

・製品等の売上原価のうち２０％以上を
占める原油等の仕入価格が、２０％以
上上昇しているにもかかわらず、製
品等価格に転嫁できていない方

８，０００万円
�
�

�
運転 ８，０００万円
設備 ８，０００万円

�
�

�

運転
設備 １０年（１年）

７年以内
１．８

１０年以内
２．０

１５年以内
２．４

０．４５～０．７５
（表７） ○ ○

中小企業経営改善資金
特定中小企業者（国、県指定の再生手続開
始申立等企業に対し売掛金等を有する中小
企業者）、破綻金融機関関連中小企業者、
再建中小企業者、再生支援中小企業者

２，５００万円

再建・再生
５，０００万円 運転

７年（１年）

再生・再建
１０年（２年）

０．４５～０．７５
�
�
特定中小企業者

０．３５
	



○ ○

特定取引中小企業者 再生手続開始申立等小規模企業者に対し取引条
件の改善を行う方（商工調停士の推薦書が必要） ５００万円

中小企業金融円滑化借換資金

中小企業金融円滑化法施行中（平成
２１年１２月４日～平 成２５年３月３１日）
金融機関に経営改善計画を提出し、
返済猶予を受けた中小企業者で、借
換を行うことで経営改善を図る方

１億６，０００万円
（ただし、償還開始後３年間ま
では、毎月返済を通常返済の
１／２以上としその残高を毎月
均等返済することができる。）

運転 １５年
０．４５～０．７５
（表７）

○ ○

事業引継円滑化資金
経営改善が見込まれない企業などからの
事業譲渡や合併等により経済的又は社会
的に有用である事業や雇用を引継ぐ方

運転 ８，０００万円
設備 ２億円

運転
設備

１０年（１年）
１５年（２年） ○ ○

創造的企業育成支援資金
中小企業新事業活動促進法に基づく経営革
新計画（中小企業者が新たな取組を行うこ
とにより、付加価値が相当程度向上するよ
うな計画）について県知事が承認した方

８，０００万円 運転
設備

７年（１年）
１０年（１年）

０．２０

ものづくり産業特別融資
基盤技術を用いる自動車関連企業、半導体関連
企業で、経営革新計画の承認を受けて基盤技術
又は半導体製造工程に関する設備投資を行う方

２億円
（上記融資限度額と別枠） 設備 １０年

（１年）

チャレンジ
中小企業応援資金

新事業
展開融資

新事業展開計画を作成し、新分野への
進出（事業の多角化、新市場進出、新
サービスの展開等）により事業の拡大
及び経営の安定化を図ろうとする方

５，０００万円

運転
設備

７年（２年）
１０年（２年） ０．３５ ○ ○

ベンチャー
サポート
融資

下記制度の審査通過や認定、採択を受け、研究開発や
事業化を行う方（対象期間は認定等の日から2年以内）
・ビジネスプラングランプリ（一次審査通過）
・大分県トライアル発注制度
・グッドデザイン商品創出支援事業
・循環型環境産業創出事業

５，０００万円

経営力強
化融資

認定経営革新等支援機関（国が認定した中小企
業支援者・金融機関・税理士等・中小企業の支
援事業を行う者）の支援を受けて、事業計画の
策定及び計画の実行並びに進捗の報告を行う方

５，０００万円
運転

〔借換〕

設備

５年（１年）
〔１０年（１年）〕

７年（１年）
０．１５

（詳細はお
問い合せ
ください）

創業支援資金
（責任共有対象外
：１００％保証）

新事業
創出融資

事業を営んでいない個人が事業開始す
るとき及び中小企業者が新たに会社を
設立し事業開始するとき、並びに事業
開始後１年を経過していない方

１，５００万円

運転
設備

７年（１年）
１０年（１年）

７年以内
１．８

１０年以内
２．０

０．７０創業等
支援融資 １，０００万円再挑戦
支援融資

過去に廃業等の経験を有する方が、再び
創業される方又は創業後５年未満の方

地域産業振興資金

進出企業取
引促進融資

進出企業との下請取引関係の形
成及び発展を図る方

３，５００万円
（７，０００万円）

運転
設備

７年（１年）
１０年（１年）

２．１ ０．４５～０．８５
（表６）

○ ○

観光振興
対策融資

民宿、駐車場、物品販売の店舗
等の観光付帯施設を設置する方

海外展開
支援融資 海外に事業展開を図る方
環境保全
対策融資

環境保全のための施設の設置及
び事業場の移転を行う方

大分県福祉のまち
づくり条例融資

条例に基づく認定を受け障害者や高
齢者に配慮した施設整備を行う方

国際経済変
動対策融資

国際経済変動に伴い経営合理化
等を図る方

災害復旧
融資

災害復旧を行う方 ※特定の災
害については特別融資

２．１
特別融資
１．８

０．４５～０．８５（表６）
特別融資０．４５～０．５５

（表８）
地域資源活用
事業振興融資

地域資源を活用して県外に事業
展開を図る方 ５，０００万円

（７，０００万円） ２．１ ０．４５～０．８５
（表６）新エネルギー施設

等導入融資
新エネルギー施設や省エネルギー
設備、自家発電設備を導入する方

耐震化促
進融資

改正耐震改修促進法により、耐
震診断が義務付けられた方

２億８０００万円
（２億８０００万円）

運転
設備

２０年
（２年）

５年以内
１．０

１０年以内
１．２

１５年以内
１．６

２０年以内
２．２

０．２５

県制度のうちセーフティネットが適用された場合 （１号～６号は責任共有対象外：１００％保証） ０．７０
（０．３０）（うち中小企業経営改善資金の特定中小企業者に係るもの）

【大分県の制度資金】 （平成２６年４月現在）
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保証の種類 概 要 保証限度額 資金使途 保証期間
（うち据置）

融資利率
（年）％ 保証料率（年）％ 割引適用

会計 担保

大

分

市

開業資金
（責任共有対象外：１００％保証）

開業予定の方が開業に係わる資金を必要とする時や開
業後１年未満の方が事業資金を必要とするときに

１，０００万円

運転
設備

７年（１年） １．９ 市が全額補助小規模企業者事業資金
（小口零細企業保証）

（責任共有対象外：１００％保証）
一般的な事業資金が必要な小規
模企業者の方 ○

中小企業者事業資金 中小企業者が経営の合理化及び
体質強化を図るために ２，５００万円

７年
１，０００万 円 を
超えるものは
１０年（１年）

２．１
０．４５～１．９０（表１）
（上記の内、市が７５％～８５％補助）
（セーフティーネット適用分は市が全額補助）

○ ○

環境保全資金 環境保全施設の設置・改善、公害防止施設の設置・
改善及び工場等の移転資金を必要とするときに １，０００万円 設備 １０年（１年） ２．０ 市が全額補助

（詳細はお
問い合せ
ください

○

季 節 資 金 夏期特別資金（６月３日～８月２０日） ６００万円 運転 ６か月 １．８
（変動あり）

０．４５～１．９０（表１）
（協会季節資金利用の場合は０．４１～１．８６（表４）） ○ ○年末特別資金（１１月１日～１２月２０日）

別

府

市

中小企業合理化資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，５００万円 運転 １０年（６か月）

１．８

０．４０～１．７０（表１０） ○ ○設備 １０年（１年）
中小企業経営安定資金

（１号～６号は責任共有対
象外：１００％保証）

経営の維持発展のための運転資金、経営
の合理化のための設備資金を必要とする
セーフティネット適用の方に

１，０００万円

運転 １０年（６か月）

市が全額補助
設備 １０年（１年）

中小企業開業資金
（責任共有対象外：１００％保証）

市内に居住しており市内に開業予
定又は、開業１年未満の方に

運転
設備 １０年（１年）

公害防止設備改善資金 公害防止のための施設の設置、移
転のための資金が必要なときに 設備 １０年（１年）

（詳細はお
問い合せ
ください

○

小規模企業者振興資金
（小口零細企業保証）

（責任共有対象外：１００％保証）
一般的な事業資金が必要な小規
模企業者の方 ６００万円

運転 ５年（６か月）
０．４５～１．９７（表１１） ○

設備 ７年（６か月）
年末年始特別資金 年末の金融繁忙期のために ５００万円 運転 ６か月 ０．４１～１．８６（表４） ○ ○

中

津

市

高度情報化通信
技術活用資金

生産性向上、経営の高度化及び効率化を図る
ための高度情報通信技術活用に必要な資金等

１，０００万円

運転
設備 ６年

２．０

０．４５～１．９０（表１）
（一部の業種等で市

が全額補助）

○ ○

設備改善資金 設備の近代化、経営の合理化等に必要な資金 設備 ６年 ○ ○
環境保全施設
設備資金

大気汚染、水質汚濁等に係る各種
処理施設・機械等に要する資金 設備 ６年 ○ ○

創業資金
（責任共有対象外：１００％保証）

中小企業の新たな事業活動の促進
に関する法律の創業に関する資金

運転 ５年 １．００設備 ７年
経営安定資金 経営安定に必要な運転資金等 運転 ６年 １．８ ０．４５～１．９０（表１） ○ ○
季節資金 越盆・越年資金 ２００万円 運転 ６か月 ０．４１～１．８６（表４） ○ ○

日

田

市

振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円 運転 １０年（１年） ２．０ ０．４０～１．７０（表１０）

（設備資金のみ市が全額補助） ○ ○設備 １０年（１年）
開業資金

（責任共有対象外：１００％保証）
市内に居住しており市内に開業予
定又は、開業１年未満の方に １，０００万円 運転

設備

７年（１年） ２．０
市が全額補助女性若者起業支援資金

（責任共有対象外：１００％保証）
市内に居住し市内に開業予定又は、開業１年未満であって、
女性又は３５歳未満の方及び市内に転入して１年未満の方 ５００万円 ７年（１年） ２．０

（市が全額補助）

公害防止資金
公害防止のための施設の設置・
移転のための資金が必要なとき
に

準工業地域
２，０００万円 設備

８年（１年） ２．０
（市が３割
以内補助）

０．４０～１．７０（表１０）
（市が３割以内補助）

（詳細は
お問 い
合 せ く
ださい）

○その他地域
１，０００万円 ６年（１年）

季節資金 盆・年末など金融繁忙期のため
に ４００万円 運転 夏５か月

冬６か月
１．７

（変動あり） 市が全額補助
○ ○

新事業展開支援資金 新たな事業展開や新分野への進
出又は業態の転換を行うときに ２，０００万円 運転

設備 １０年（１年）５年 ２．４０
１０年 ２．６５ ○ ○

佐
伯
市

中小企業振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円 運転 ５年 ２．０ ０．４０～１．７０（表１０）

（セーフティネット保証適用分は市が全額補助） ○ ○設備 ７年（６か月）

小規模企業者振興資金
（個人は責任共有対象外：１００％保証）

小規模企業者が事業資金を必要
とするときに

１，０００万円
（中小企業振興資金と
併用の場合は合算）

運転 ５年
２．０

０．４５～１．９７（表１１）
（セーフティネット保証
適用分は市が全額補助）

○ ○
設備 ７年（６か月）

臼杵市中小企業振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円 運転 １０年 ２．０ ０．４０～１．７０（表１０）

（市が３／４補助） ○ ○設備 １０年（６か月）

津久見市中小企業振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円 運転 ５年 ２．０ ０．４５～１．９０（表１）

（市が１／２補助） ○ ○設備 ７年（６か月）

豊
後
高
田
市

中
小
企
業

事
業
資
金

開業資金
（責任共有対象外：１００％保証）

創業者が開業のために直接必要
となる設備資金又は運転資金 １，０００万円 運転

設備 ７年（１年）

１．８

市が全額補助

経営合理化資金
中小企業者が行う事業に直接必
要となる設備資金又は運転資金 １，０００万円 運転

設備
７年

０．４５～１．９０（表１）
（市が１／２補助）

○ ○（新事業展開計画に基づき事業
を行う場合） １，５００万円 ７年（1,000万円

超の場合は10年）
季節資金 中小企業者が越盆又は越年のために必要とする運転資金 ３００万円 運転 ６か月 ○ ○

杵築市
中小企業
振興資金

開業資金
（責任共有対象外：１００％保証）

市内に居住し市内に開業予定又
は、開業後間もない方に １，０００万円 運転

設備 １０年（１年）大分県中小企業振
興資金に
準ずる

１．００
（市が１／２補助）

経営合理化資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円 運転

設備 １０年（１年） ０．４５～１．９０（表１）
（市が１／２補助） ○ ○

宇佐市中小企業振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに

５００万円 運転 ５年（６か月） 大分県中小企業振
興資金に準ずる

０．４５～１．９０（表１）
（市が１／２補助） ○ ○１，０００万円 設備 ７年（６か月）

豊後大野市
中小企業振
興資金

創業資金
（責任共有対象外：１００％保証） 創業者が必要とする設備資金 ５００万円

運転
設備 １０年（１年）

大分県中小
企業振興資
金に準ずる

市が全額補助
経営合理化資金 中小企業者が必要とする設備資金 設備 ○ ○

※セーフティネット１号～６号の認定を受けた場合、責任共有制度対象外となり、保証料率が０．８％となる制度資金もあります。
※セーフティネット７号・８号の認定を受けた場合、責任共有制度対象となり、保証料率が０．７５％となる制度資金もあります。
※大分市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市の制度資金については、東日本大震災復興緊急保証
が適用された場合、責任共有対象外となり保証料率が０．８０％となるものもあります。

【市町村の制度資金】 （平成２６年４月現在）
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　コンプライアンスを推進するため、コンプライアンス委員会を設置し、
統括部署を定め、コンプライアンスマニュアルの整備や実践状況の把握に
努めています。
　また、各部署にコンプライアンス委員を配置し、違反等のあった場合、
外部相談窓口（顧問弁護士）に相談できるような仕組みも整えています。

具体的行動規範
１．法令・ルール等の遵守

２．誠実な職務の遂行

３．守秘義務の履行

４．職務上の地位と関係者との付き合い

５．コンプライアンス関連事項への対応

６．反社会的勢力（不当要求行為）との対決

７．外部からの苦情・トラブルへの対応

８．職場秩序の維持　

９．違反行為の報告

10．懲罰

コンプライアンスについて
大分県信用保証協会は、公共的使命と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じて揺る
ぎない信頼の確立を図るため、役職員一丸となってコンプライアンスの実践に、積極的に取り組んでい
ます。
当協会のコンプライアンスは、「法令等の遵守」と定義付け、①法律、命令 ②官公庁等から発せら
れた規則、通達等 ③倫理や道徳を含む社会規範 ④当協会の内部規定としており、「信用保証協会倫
理憲章」を基本方針とし、「具体的行動規範」に基づいて行動しています。

信用保証協会倫理憲章

１．信用保証協会の公共性と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じて信頼の確
立を図る。

２．経営の効率化に努め、創意と工夫を活かした質の高い信用保証サービスの提供を通じて、地
域経済の発展に貢献する。

３．あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない誠実かつ公正な事業
活動を遂行する。

４．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、断固として対決する。
５．広く住民とのコミュニケーションを図りながら地域社会への貢献に努める。
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凡例

　　　　　報告・連絡・相談

　　　　　指示

　　　　　調査・チェック

監　　　事 理　事　会

職　　員　　等

顧問弁護士

コンプライアンス委員会

（分掌）
・コンプライアンス
・事件・事故
・災害
・苦情処理
・セクシュアルハラスメント等の一元化

コンプライアンス統括部署
（コンプライアンス担当）

コンプライアンス担当者
（各部コンプライアンス担当者）

コンプライアンス組織体制図
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個人情報保護について
個人情報保護宣言
大分県信用保証協会は信用保証協会法に基づく法人であり、中小企業等の皆さまが金融機関から貸付等を受けるにつ

いて、貸付金等の債務を保証することを主たる業務としており、信用保証協会の制度の確立をもって中小企業等の皆さ
まに対する金融の円滑化を図ることを目的としております。
業務上、お客様の個人情報を取得・利用等をさせていただくことになりますが、お客様の個人情報の取扱いについ

て、以下の方針で取り組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。
１．個人情報に関する法令等の遵守

当協会は個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）などの法令及びガイドライン等を遵守して、お客
様の個人情報を取り扱います。

２．個人情報の取得・利用・提供
①当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用します。なお、利
用目的の詳細につきましては、当協会ホームページの「個人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」の
１．「当協会が取り扱う個人情報の利用目的」に公表しておりますのでご覧ください。
②取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には使用いたしません。
③取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三者には提供・開示
しません。

④お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要と認められる目
的以外の目的には使用いたしません。

３．個人データの適正管理
お客様の個人データについて、組織的・人的・技術的安全管理措置を継続的に見直し、お客様の個人データの取

扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取組を見直します。
４．個人情報保護の維持・改善

当協会は、お客様の個人情報の取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取
組を見直します。

５．個人データの委託
①当協会は、個人情報保護法第２３条第４項第１号の規定に基づき、個人データに関する取扱いを外部に委託する場合
があります。

②委託する場合には、適正な取扱いを確保するため契約の締結、実施状況の点検などを行います。
６．保有個人データの開示・利用目的の通知
①法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会が保有するお客様ご自身の個人データの開示及びその利用目
的の通知を求めることができます。

②ご請求の方法は、当協会窓口に備置してある個人情報開示請求書に所定の事項を記載のうえ、ご本人確認書類を添
付して当協会窓口に持参（または郵送）ください。

７．保有個人データの訂正・削除、利用停止、第三者提供の停止
①当協会が保有する個人データに誤りがある場合は、下記の窓口にご連絡ください。調査確認の上、法令等に定める
一定の場合を除き、訂正または削除いたします。

②お客様の個人情報を不適切に取得し、または目的外に利用している場合には、下記の窓口にご連絡ください。調査
確認の上、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの利用を停止いたします。

③お客様の個人情報を個人情報保護法第２３条に違反して第三者に提供している場合には、下記の窓口にご連絡くださ
い。調査確認の上、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの第三者提供を停止いたします。

④上記６．７．の具体的な手続きにつきましては、当協会ホームページの「個人情報保護法に基づく公表事項等に関する
ご案内」の３．（３）「開示等の求めに応じる手続等に関する事項」をご覧ください。

８．質問・苦情について
当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情について適切かつ迅速に取り組みます。

９．開示・利用目的の通知・訂正・利用停止・第三者提供の停止・安全管理措置・相談・質問・苦情窓口
当協会における個人情報等に関する各種のお問い合わせの窓口は、以下のとおりです。

〒８７０―００２６ 大分県大分市金池町３丁目１番６４号
電話番号 ０９７―５３２―８３３６ 部署名 総務部 総務企画課
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凡例
　　　　　報告・記録・相談
　　　　　助言・教育・指導
　　　　　点検・監査
　　　　　任命・指示・指定

監　事 理事会

理　事

職　　　　　員　　　　　等

保証部長

コンプライアンス統括部署
（コンプライアンス担当）

管理部長総務部長

個人データ管理者 個人データ管理者個人データ管理者

総
務
企
画
課
長

電
算
シ
ス
テ
ム
課
長

保
証
・
経
営
支
援
一
課
長

保
証
・
経
営
支
援
二
課
長

保
証
企
画
事
務
課
長

管

理

課

長

再
生
支
援
課
長

総務部・保証部・管理部の各部長
漏 え い 事 案 等 対 応 責 任 者

部長が各部の課長以上から
漏えい事案等対応担当者選任

個人データ管理責任者
外部委託管理責任者

苦情及び相談窓口並びに
漏えい事案等への対応

報告徴求 違反のチェック

※担当部署以外の
　監査を行う

点検

外
部
委
託
者

情
報
管
理
担
当
部
署

点検 点検

個人データ
取扱者の
指定

個人データ
取扱者の
指定

個人データ
取扱者の
指定

個人データ点検・監査責任者※

個人情報保護法に係る組織及び体制
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役 職 名 氏 名 備 考

会 長 加 賀 政 美 常勤

副 会 長 姫 野 淸 高 非常勤 大分県商工会議所連合会会長

副 会 長 西 山 英 将 非常勤 大分県商工労働部長

常務理事 小 野 眞 一 常勤

理 事 小野寺 隆 非常勤 商工組合中央金庫大分支店長

理 事 権 藤 淳 非常勤 豊和銀行頭取

理 事 関 啓 二 非常勤 大分県信用金庫協会会長（大分みらい信用金庫理事長）

理 事 髙 山 泰四郎 非常勤 大分県中小企業団体中央会会長

理 事 原 田 啓 介 非常勤 日田市長

理 事 姫 野 昌 治 非常勤 大分県銀行協会会長（大分銀行頭取）

理 事 森 竹 治 一 非常勤 大分県商工会連合会会長

理 事 𠮷 野 一 彦 非常勤 大分県信用組合協会会長（大分県信用組合理事長）

理 事 大久保 秀 典 常勤

監 事 村 松 政 幸 非常勤 公認会計士

監 事 岩 本 勝 二 常勤

常勤監事

総務企画課

電算システム課

管　理　課

再生支援課

保証･経営支援一課

保証企画事務課

保証部

総務部

管理部

常務理事 常勤理事会　　長 保証･経営支援二課

役員・組織機構図

役 員（役職・五十音順、敬称略）
（平成２６年９月１６日現在）

組織機構図



至別府

至別府

大分駅

●市役所 至鶴崎

●県庁

●金池小学校

駐車場
大分県信用保証協会
R10

R197

総務部
（大分県中小企業会館３階）

保証部
（大分県中小企業会館２階）

管理部
（大分県中小企業会館6階）

ＴＥＬ ０９７－５３２－８３３６

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８６２

ＴＥＬ ０９７－５３２－８３27

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８72

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２46

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８71

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２47

ＦＡＸ ０９７－５３８－０865

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２65

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８71

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２９7

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８９６

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２９6

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８９６

総 務 企 画 課

電算システム課

経理、庶務、文書、人事、労務、予算、決算、基
本財産の事項、申請・届出・登記諸契約、各種会
議運営、事業計画、研修、広報、保証料の管理

システム運用管理・電算情報処理・責任共有残
高照合

保証・条件変更の申込受付、信用保証書・条件変更保証書
発行、担保物件の保全管理、信用保険、団信、業務企画、
保証制度の新設・改廃届出等、専門家派遣に関する業務

代位弁済の受付・審査・実行、法的措置関係、
損失補償関係、保険金関係、求償権の管理･回
収・事務等

延滞保証債務の管理、再生支援相談、返済緩和
等の条件変更

信用調査・審査、保証申込等金
融相談、経営指導、保証推進、
創業等の相談、担保物件の調査
と評価、金融機関との連絡調整
等、保証後の保証債務の管理、
保証条件の変更

大分市、由布
市、豊後大野
市、竹田市

上記以外
の地区

部署名 TEL＆FAX番号 業務内容

信頼、提案、飛躍、夢またひとつ新時代へ 〒870-0026　大分市金池町３丁目１番64号　
大分県中小企業会館内

ホームページ  http://www.oita-cgc.or.jp

保証・経営支援一課

保証・経営支援二課

保証企画事務課

管 理 課

再 生 支 援 課

窓口のご案内

窓
口
の
ご
案
内




